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序     文 

 

独立行政法人国際協力機構は、メキシコ合衆国政府からの技術協力の要請を受け、2007 年 3 月から

同国において「キンタナ・ロー州マヤ族居住地域女性支援計画」を開始しました。 

本プロジェクト開始後 1 年 6 ヵ月にあたり、当機構は本プロジェクトの進捗状況や現状を把握、評

価し、同国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対し適切な助言と指導を行うため、2008 年 9 月 8

日から 9 月 24 日まで中間評価調査団を派遣しました。 

調査団は、メキシコ合衆国側メンバーを加え構成した合同評価調査チームとして過去１年 6 ヵ月の

投入実績、活動の達成度を確認し、メキシコ合衆国側政府関係者との協議及びプロジェクト・サイト

での現場調査実施を通してプロジェクトの運営や事業内容等に対して必要な提言を行いました。 

当報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力が両国の友好・親善の一

層の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心からの感謝の意を表します。 

 

 平成 21 年 9 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

メキシコ事務所長 室澤智史 
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位置図：プロジェクト対象地域 

 

 

【キンタナ・ロー州】        【プロジェクト・サイト】 
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ラサロ・カルデナス市バジャドリッド・ヌエボ村

織物（ショール製作）グループにてグループイン

タビュー。 

ラサロ・カルデナス市イグナシオサラゴサ村編み
物（バッグ製作）グループリーダー。手にしてい
るのはグループミーティング台帳。 
 

ラサロ・カルデナス市イグナシオサラゴサ村編み物

（バッグ製作）グループメンバー。手にしているの

は製品。 

 

 

ラサロ・カルデナス市サンフランシスコ村機械刺

繍（バッグ製作）グループメンバー。刺繍風景。

 

ホセ・マリア・モレロス市タバスコ村雑貨製作（木

の実等によるアクセサリー製作）グループメンバ

ー。製品とともに。 

ラサロ・カルデナス市ヌエボ・ドゥランゴ村木工（ミ

ニチュア製品製作）グループメンバーへのインタビ

ュー。 



ラサロ・カルデナス市ヌエボ・ドゥランゴ村木工

グループ作業所兼直売所。ディスプレーされてい

るのは木工製品。 

中間評価調査団と女性庁長官との面談。 

ミニッツ調印前の関係者間の協議。 

ホセ・マリア・モレロス市ワイ・マッシュ村刺繍

（バッグ作製）グループメンバー。手にしている

のは刺繍製品。 

中間評価調査団、日本側とメキシコ側評価委員の

合同評価委員会、討議風景。 

 

ミニッツ調印式。



略 語 一 覧 

 
CDI Comisión Nacional para el Desarrollo de los 

Pueblos Indígenas 

国家先住民族開発委員会 

C/P Counterpart カウンターパート 

IQM Instituto Quintanarroense de la Mujer キンタナ・ロー州女性庁 

IQM-FP Dirección de Fomento Productivo del IQM 女性庁生産強化部 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネージメント

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RRA Rapid Rural Appraisal 迅速農村調査法 

SEDARI Secretaría de Desarrollo Agropecuario e 

Índigena del Estado de Quintana Roo 

キンタナ・ロー州村落先住民開発局 

SEDE Secretaría de Desarrollo Económico del Estado 

de Quintana Roo 

キンタナ・ロー州経済開発局 

 

 





中間評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国 名：メキシコ合衆国 案件名：キンタナ・ロー州マヤ族居住地域女性支援計画

分 野：人的資源 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA メキシコ事務所 協力金額：総投入額 2 億 9,900 万円（予定額含む） 

先方関係機関：キンタナ・ロー州女性庁 (R/D): 2006 年 12 月 14 日 

2007 年 3 月～2010 年 3 月 日本側協力機関：特になし 
 

協力期間 

 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」）ユカタン半島のカリブ海側に面したキンタナ・ロー州は、

観光収入の増加とその影響による経済的発展が著しい一方、先住民であるマヤ族が人口の 80％以上

を占める地域が存在し、貧富の格差が激しい。このマヤ族居住地域はカルスト台地のため、農業に

より収入向上を図るためには大きな制約がある。住民は必要な現金収入の多くを、政府補助金や出

稼ぎと、女性が製作、販売している刺繍ほか様々な民芸品を僅かな収入源としている。そのために、

そうした民芸品の品質・デザインの改善、新製品の開発などに係る支援が必要とされていた。しか

し、その役割を担うキンタナ・ロー州女性庁（以下、「女性庁」）のキャパシティが脆弱であるため、

十分な支援が実施されていないのが現状であった。かかる状況下、キンタナ・ロー州政府は我が国

に対し、マヤ族の貧困削減を図るひとつの選択肢として、マヤ族居住地域の女性グループが製作す

る民芸品の販売増・収入向上を念頭に、女性庁の組織強化を図り、これら民芸品の品質向上及び、

デザイン改善や新製品の開発支援が継続して行われるための仕組みづくりを目的とする、技術協力

プロジェクトを要請した。JICA は、2007 年 3 月より約 3 年間の予定で、女性庁を実施機関とした技

術協力プロジェクトを開始した。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、キンタナ・ロー州において、女性庁の組織強化を図り、マヤ族女性が製作す

る民芸品の品質向上及び、デザイン改善や新製品の開発支援が継続して行われるための、支援モデ

ルの確立を目標としている。 

 

(1) 上位目標 

民芸品改善・開発支援モデル（以下、「支援モデル」）を活用して支援を受けた女性グループ

の収入が向上する。 

 

(2) プロジェクト目標 

 女性庁・生産強化部による女性グループへの支援モデルが確立される。 

 

(3) 成 果 

成果 1： 調査機能の強化：現状の把握や活動を実施するために必要な情報が収集・整理される

成果 2： 運営管理機能の強化：女性庁生産強化部が運営管理手法を習得し適用する（支部の生

産強化部所掌の業務を含む） 

成果 3： 調整・連携機能の強化：女性庁生産強化部と関係組織との調整及び連携が構築される

成果 4： 支援プログラムの構築：女性庁生産強化部と関係支所による対象女性グループへの実

証プロジェクトを通して、民芸品生産支援プログラムが作成される 

成果 5： 情報管理能力の強化：支援業務に関する情報の適切な管理と活用が行われる 

 

(4) 投入（評価時点） 

日本側 

長期専門家派遣 0名     機材供与      約436万円 

短期専門家派遣 延べ7名   ローカルコスト負担 約1,327万4,000円 



相手国側： 

カウンターパート配置  延べ 26 名（離職者を含む。）     土地・施設提供 

ローカルコスト負担 11 万 900 メキシコペソ 

２．評価調査団の概要 

調 査 者 総  括：十郎正義（JICA 産業開発部 課題アドバイザー） 

協力企画 1：磯貝白日（JICA メキシコ事務所 職員） 

協力企画 2：石塚賢司（JICA 産業開発部 中小企業課 職員） 

観光開発・調整：藤田久美子（JICA 中米・カリブ地域支援事務所 在外専門調整員） 

評価分析：本間まり子（インテムコンサルティング株式会社 社会開発部 コンサルタン

ト） 

調査期間 2008 年 9 月 8 日～2008 年 9 月 24 日 評価種類：中間評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 (1) 活動実績 

活動は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）1 において新たに整理された枠組

みにおいて、おおむね計画どおり実施されている。 

 

 (2) 成果の達成状況 

成果は、新たに設定された枠組みのなかで、おおむね計画どおり産出されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

以下の理由により、一定の妥当性があると判断される。 

対象地域のマヤ族女性は少ない農業所得を補うために、民芸品の製作販売を通じて収入向上

をめざしている。そのために、品質・デザインの改善、新製品の開発などに係る支援が必要と

されていた。しかし、その役割の一端を担う女性庁のキャパシティが脆弱であるため、十分な

支援が実施されていないのが現状である。よって、組織能力向上を通じた女性支援体制の構築

をめざす本プロジェクトは、対象地域のニーズに適応している。 

政策における優先度は、国家開発計画（2007～2012）と、州開発計画（2005～2011）におい

て確認されている。また、プロジェクトが支援する人間の安全保障分野が、メキシコにおける

JICA の重点分野として設定されている。 

 

(2) 有効性 

今回の中間評価時に PDM の改訂を実施しており、以下の理由により、高い有効性が期待され

る。 

本プロジェクトは、2008 年 9 月に成果とプロジェクト目標の関係性を含む、プロジェクトの

デザインが見直された。新しい枠組みにおいて、成果は計画どおり産出される見込みである。

さらに、女性庁カウンターパート（以下、「C/P」）の位置づけが明確になり、彼らの業務である

女性支援に係る活動が、包括的に組み込まれているため、C/P の意欲が促進されている。しか

し、プロジェクト終了までに、まだ様々な活動が計画されており、円滑な遂行が必要である。

特に、成果 3 に含まれる他機関との連携は、支援モデルにおいて重要な要素として位置づけら

れているため、更なる取り組みが必要である。また、プロジェクトの終了に向けて、確立され

た支援モデルが女性庁に定着するための取り組みが必要とされる。 

2007 年 12 月から 2008 年 4 月まで、プロジェクトを統括する女性庁長官が不在であり、内部

の意思決定や、組織間の連携に障害が生じた。しかし、2008 年 4 月に新しい長官が就任して、

プロジェクト目標達成や自立発展性の確保に組織的に取り組む体制が整いつつある。 

プロジェクト目標達成において「地域に決定的なダメージを引き起こす災害（洪水、早魃、

ハリケーンなど）が起こらない」という外部条件が設定されている。2007 年 8 月末に、ハリケ

ーンの影響があり、１ヵ月ほど活動が遅延したが、適切に対応したため、プロジェクト目標達

成に大きな影響はみられない。 

 



(3) 効率性 

以下の理由により、プロジェクトの効率性はおおむね問題ないと判断される。 

一部日本人専門家と C/P の間にコミュニケーション不足や、実施体制における混乱や問題が

生じたものの、プロジェクト活動は、おおむね計画どおり実施されており、今後、実証活動を

継続しつつモデル化のためのマニュアルやガイドライン作成等の活動を通じて、成果が達成さ

れる見込みである。PDM の改訂を通じてプロジェクトの枠組みが整理されたことで、C/P のプ

ロジェクト内の役割が明確になり、プロジェクト活動への参加や成果達成に向けた意欲が増してい

る。 

投入に関して、日本側の投入については量及びタイミングについて、大きな問題はみられな

い。しかし、メキシコ側の投入については、人事異動や予算確保上の問題により、2007 年度、

2008 年度は、一部計画どおりに実施されていない。2009 年度以降は、確保される見込みである。

今後、プロジェクトの枠組みの修正に即して、女性庁機能強化分野に重点を置いた投入計画

の再検討が必要となる可能性がある。 

 

(4) インパクト 

本プロジェクト活動を通じて、以下のようなインパクトが生じている。 

C/P は、プロジェクトにおける組織強化を目的とした取り組みを通じて、技術を向上するだ

けでなく、意欲の向上や経験の蓄積といった波及効果を受けている。 

民芸品製作に取り組む女性たちには、実証活動におけるグループ活動を通じて、民芸品販売

による収入向上、自助努力への意識の変化、リーダーシップや自信の構築、社交の促進、精神

的充実といった、社会経済的エンパワーメントがみられる。また、家族などの男性側にも、家

事や育児の分担といった行動変容や、女性の収入向上への意識の変化が生じている。さらに、

グループが自発的に連携する動きも報告されている。 

プロジェクトによる大きなマイナスの影響はみられないが、実証活動において、女性グルー

プ活動に対する男性の理解が限定的であり、女性の活動参加が阻害される事例がみられた。 

 

(5) 自立発展性 

現在、以下のように、自立発展性の確保に向けた取り組みがなされつつある。 

プロジェクトは、「州開発計画 2005～2011」において政策上の裏づけが確認されている。ま

た、プロジェクトによって確立される支援モデルの制度化や他部署を含めた女性庁全体での活

用の可能性について、女性庁長官より主体的に取り組む意思が表明されている。 

これまで、女性庁長官を含む 6 名の異動があったが、今後も想定される将来の人事異動の影

響を排除し、自立発展性を確保することが必要である。そのために、プロジェクトを通じて移

転される技術や知識を文書化し、モデルとして確立することが、プロジェクト目標として設定

されている。また、女性庁は、管理コストのみで、事業予算を有しないため、それを補完する

ための、支援スキームをもつ関係機関との連携体制の確立が重要であり、今後、事業予算確保

のための連携強化が期待される。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・プロジェクトの当初計画において、プロジェクトの枠組みやロジックの不備が指摘され、開

始当初、関係者間に混乱が生じた。そのため、PDM の改訂を通じて、関係者間でプロジェク

トの枠組みが整理された。それにより、C/P の位置づけが明確になり、彼らの業務である女

性支援に係る活動が、包括的に組み込まれているため、C/P の意欲が促進されている。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・2007 年 12 月から 2008 年 4 月まで、プロジェクトを統括する女性庁長官が不在であり、内部

の意思決定や、組織間の連携に障害が生じた。しかし、2008 年 4 月に新しい長官が就任して、

プロジェクト目標達成や自立発展性の確保に組織的に取り組む体制が整いつつある。 

・民芸品製作に取り組む女性グループは、実証活動に熱心に参加し、支援モデルの確立に貢献

している。 



３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・本プロジェクトは、活動開始当初から、JICA 側とメキシコ側の関係者双方により、C/P であ

る女性庁生産強化部と支所の位置づけが不明確である点や、C/P 組織の機能に即していない

業務がプロジェクト活動に含まれているといった、プロジェクトの枠組みやロジックの不備

が指摘され、関係者間に混乱が生じた。現在は、PDM の改訂に伴い、混乱は収まり、実施体

制が整いつつある。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・上記の PDM の問題から、C/P の間において、自分たちがプロジェクトの枠組みの外にあると

いう認識から、プロジェクト活動への参加の意欲が欠如する傾向がみられた。現在は改善し

つつある。 

・プロジェクト関係者間においては、専門家と C/P 間などに、一部コミュニケーションや情報

共有不足がみられたが、上記のように PDM の枠組みの変更と併せて、週ミーティングの実施

や週報の提出、ウェブ上での情報共有システムの確立といったモニタリング体制が構築され

つつある。 

・ローカルコストの負担に関して、プロジェクト開始前に女性庁と JICA 間で、協議が十分では

なかったことや、JICA と女性庁の予算年度の違い、プロジェクトの枠組みの変更に係る議論

により詳細の活動計画が一部確定しなかったことから、2007 年度、2008 年度ともに、予算が

十分に確保されなかった。そのため、C/P の出張費や運転手の日当等の支出が計画どおり行

われず、農村への訪問を通じた活動が制限された。 

 

３－５ 結 論 

中間評価段階においては、プロジェクトの目標が達成されるかどうかを見極めるには時期尚早で

ある。今後は、プロジェクト前半部分で実証活動を中心に展開してきたことを、後半でモデル化す

る必要がある。また、C/P 関係機関との連携を具体的に機能させるための制度設計や、女性庁生産

強化部の、これまでのプロジェクト活動を通じて得られた経験を基に業務マニュアルとガイドライ

ンを作成するといった重要な活動が残されている。 

プロジェクト後半において、どこに重点を置きながら活動を進めるかも含めて、投入計画を改め

て検証することも必要である。そのため、今後のプロジェクトの進捗をきめ細かにモニタリングし

ながら、必要なプロジェクトの見直しを行っていくことが肝要である。 

 

３－６ 提 言 

(1) マネージメント体制の強化 

・プロジェクト目標の達成に向けて、年 3 回を目処に合同調整委員会（JCC）を開催する。また、

テクニカルコミッティーを必要に応じて開催する。 

・女性庁長官とのプロジェクトミーティングを定期的に開催する。 

 

(2) モニタリング体制の強化 

・関係者間の情報共有及び、体系的意思決定の仕組みを構築する。 

 

(3) 関係機関との連携の強化に向けた取り組み 

・JCC において、他機関との情報共有・連携を図る。 

・州計画委員会ジェンダー平等サブコミッティーにおいて、プロジェクトの枠組みについて共

有し、そのフォローアップを行う。 

 

 

 



 

 

第１章 中間評価の概要 
 

１－１ 調査の経緯と目的 

 メキシコ合衆国（以下、「メキシコ」）ユカタン半島のカリブ海側に面したキンタナ・ロー州は、年

間 1,000 万人以上の観光客が訪れるカンクンほかの世界的観光地があって観光収入の増加とその影

響による経済的発展が著しい。しかしながら、キンタナ・ロー州の内陸部には、ソナ・マヤと称され

る、先住民であるマヤ族が人口の 80％以上を占めるマヤ族居住地域が存在する。これらの地域は貧

富の格差が激しく、人間開発指数も低い。 

このマヤ族居住地域においては、主に焼畑でトウモロコシが自給用に栽培されているが、近代的農

業が行われている北部シナロア州の単位収量の 10 分の 1 程度と生産性は極めて低く、農業により収

入向上を図るためには大きな制約が存在する。したがって、住民は必要な現金収入の多くを、政府補

助金や出稼ぎと、女性が製作・販売している刺繍ほか様々な民芸品を僅かな収入源としている。 

1998 年にキンタナ・ロー州の女性支援を目的に設立されたキンタナ・ロー州女性庁（以下、「女性

庁」）は、女性の経済活動参画及び生活レベルの向上をめざし、マヤ族居住地域を含む同州の女性に

対する研修プログラムを提供している。しかしながら、これら研修プログラムを通じて製作される民

芸品は、未だ品質やデザインのレベルが低く、州内の観光地でも売られることはほとんどなく、主と

して村内で販売されている。また、先住民のマヤ族でありながら、民芸品にはマヤ文化固有のデザイ

ンが生かされておらず、また観光地で売るために必要な観光客の嗜好なども全く調査されていない。 

かかる状況下、キンタナ・ロー州政府は我が国に対し、マヤ族の貧困削減を図るひとつの選択肢と

して、マヤ族居住地域の女性グループが製作する民芸品の販売増・収入向上を念頭に、女性庁の組織

強化を図り、これら民芸品の品質向上及び、デザイン改善や新製品の開発支援が継続して行われるた

めの仕組みづくりを目的とする、技術協力プロジェクトを要請した。JICA は、2007 年 3 月より約 3
年間の予定で、女性庁を実施機関とした技術協力プロジェクトを開始した。 

今般、協力開始から約 1 年半を迎えるにあたり、メキシコ関係機関と合同で、2008 年 9 月 8 日か

ら 24 日まで、中間評価調査が実施された（調査団派遣日程は、9 月 7 日～26 日まで）。調査項目は以

下のとおりである。 

(1) 投入実績、活動実績、計画達成度を、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基

づき確認するとともに、課題と問題点の整理を行う。 

(2) JICA 事業評価ガイドラインに基づき、5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立

発展性）の観点から評価を実施し、プロジェクトが順調に成果発現に向けて実施されているかを

検証する。 

(3) メキシコ側との協議に基づき PDM の修正、それにあわせた活動計画（PO）の確定を行う。 

(4) 上記の調査結果に基づき、今後の活動計画に関する提言を行う。 

 

１－２ 調査団の構成 

プロジェクトの評価は、日本側調査団5名とメキシコ側2名の評価委員による合同評価で行われた。

評価委員は以下のとおりである。 
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氏 名 所属/役職（＊中間評価調査時） 

（日本側） 

十郎 正義 

（総  括） 

JICA 産業開発部 課題アドバイザー 

礒貝 白日 

（協力企画 1） 

JICA メキシコ事務所 職員 

石塚 賢司 

（協力企画 2） 

JICA 産業開発部 中小企業課 職員 

藤田 久美子 

（観光開発・調整） 

JICA 中米・カリブ地域支援事務所 在外専門調整員 

本間 まり子 

（評価分析） 

インテムコンサルティング株式会社 社会開発部 コンサル

タント 

（メキシコ側） 

Dra. Rose Mary Perez y 
Perez 

キンタナ・ロー州女性庁 教育・保健部 部長 

 

Sra. Mildred Virginia 
Coral Garcia 

キンタナ・ロー州女性庁 企画評価部 部長 

 

 

１－３ 調査団派遣日程 

評価団の派遣日程の詳細は付属資料 2.のとおりである。 

 

１－４ 評価項目・評価手法 

１－４－１ 評価の手順 

 本調査では、日本側及びメキシコ側の合同評価チームを編成し、これまでのプロジェクト活動

を調査、評価するとともに、今後の活動の方向性及び軌道修正の必要について提言を行った。合

同評価チームにおける合意事項を、合同評価報告書として取りまとめ、合意内容を協議議事録

（M/M）にて確認した（付属資料 1.）。 

 

１－４－２ 評価手法 

評価手法は、JICA 事業評価ガイドラインに基づき、プロジェクトの実績と実施プロセスを確

認し、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点から評価を行う

こととした。 

本評価調査では、プロジェクトの現状に即して2008年9月に改訂されたPDM（以下、「PDM1」、
付属資料 3.-②を参照）に基づいて評価デザインを作成した。評価のデザインについては付属資

料 4.の評価グリッドを参照。 

情報及びデータ収集は、プロジェクト報告書などの既存資料及び関係者への質問票調査と面談

によって行った。面談者リストは付属資料 7.を参照。 

収集した情報は、まず日本側評価委員によって取りまとめられ、その後評価委員全員で評価が

行われた。 
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《評価 5 項目》 

妥 当 性 

プロジェクトの目標は、受益者のニーズと合致しているか、問題や課

題の解決策としてプロジェクトのアプローチは適切か、相手国の政策

や日本の援助政策との整合性はあるか等の正当性や必要性を問う視点。 

有 効 性 

プロジェクトの実施により、目標がどれだけ達成され、本当に受益者

もしくは社会への便益がもたらされているのか（あるいはもたらされ

るのか）を問う視点。 

効 率 性 
主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活

用されているか（あるいはされるか）を問う視点。 

インパクト 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波

及効果、特に予期していなかった正・負の効果・影響をみる視点。 

自立発展性 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ

るいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 

 

１－５ PDM の修正について 

本プロジェクトは、2006 年 12 月 14 日に R/D において承認された PDM0（付属資料 3.-①）に基

づいて、2007 年 3 月より活動が開始された。しかし、活動開始当初から、JICA 側とメキシコ側の関

係者双方により、カウンターパートである女性庁生産強化部と支所（以下、「C/P」）の位置づけが不

明確である点や、C/P 組織の機能に即していない業務がプロジェクト活動に含まれているといった、

プロジェクトの枠組みやロジックの不備が指摘されていた。 

そのため、プロジェクト活動においては、女性庁職員への市場調査手法・迅速農村調査法（RRA）

研修、女性庁活動計画策定、他組織（公的機関）との連携、民芸品製作者の組織化等、計画どおり実

施されているものがある一方、一部課題が残されているものがあった（付属資料 6.-①「活動進捗表

（PDM0 に対応）」を参照）。例えば、活動 3.1 に関しては、女性庁内には、民芸品の技術改善や開発

を担当する技術指導対象者が配置されていないという理由で実施されていない。また、C/P 組織の機

能強化を目的として設定されている成果 1 においては、その内容とプロジェクト目標との関係性が不

明瞭であり、その指標や関連する活動内容が具体的に記載されていないため、関係者間に混乱が生じ

た。また、C/P の間において、自分たちがプロジェクトの枠組みの外にあるという認識から、プロジ

ェクト活動への参加の意欲が欠如する傾向がみられ、活動実施プロセスに支障を来していた。 

こうした状況を解決すべく JICA 事務所、本部のアドバイスにより、プロジェクト C/P 及び専門家

は、プロジェクトの枠組みを検討し、その結果、PDM の改訂に至った。プロジェクトの本改訂の目

的が、C/P 組織の組織強化であることを明確にし、枠組みを整理するべく、PDM の改訂版が作成さ

れた（PDM1、付属資料 3.-②）。民芸品改善・開発に係る女性支援の体制を、女性庁の組織強化を通

じて構築するという枠組みに変更した。 

 



 

 

第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

投入は、メキシコ側の投入に一部遅延や未遂項目がみられるものの、おおむね計画どおり実施され

ている。詳細な投入実績は、付属資料 5.を参照。 

 

２－１－１ 日本側投入実績 

(1) 専門家派遣 

本プロジェクトにおいて、2008 年 8 月末までに派遣された短期専門家は、延べ 7 名、42 人

月の投入であった。 

 

(2) C/P 研修実績 

プロジェクト目標達成のために必要とされる研修内容を考慮して、本邦研修は実施せずに、

2007 年度には C/P 2 名が、2008 年度には C/P 機関を通じた技術講師としての役割が期待され

ている実証プロジェクト参加女性 2 名が、それぞれ米国で開催された研修へ派遣された。 

 

(3) 機 材 

2008 年 7 月末までの日本側のその他機材の実績は、合計 36 万 9,443 メキシコペソ（MXN）

(397 万 5,207 円相当、2008 年 9 月 JICA 月次為替レート：1MXN=10.76 円)。供与機材は、プ

ロジェクト車両 2 台(414 万 9,226MXN。38 万 4,545 円相当、2007 年 3 月 JICA 月次為替レー

ト：1MXN=10.79 円)、その他の機材は、コンピューター、プリンター、コピー機、刺繍用ミ

シン等である。 

 

(4) 在外事業強化費 

2008 年 7 月末時点で、日本側の在外事業強化費として合計 123 万 3,651MXN 相当（1,327
万 4,088 円、2008 年 9 月 JICA 月次為替レート：1MXN= 10.76 円）がプロジェクトの活動の

ために投入された。 

 

２－１－２ メキシコ側投入実績 

(1) C/P の配置 

2008 年 8 月末までのメキシコ側 C/P の配置人数は、延べ 26 名（離職者を含む）である。12
名（現在は、10 名）が女性庁本庁の生産強化部職員、14 名（現在は 9 名）がラサロ・カルデ

ナス、ホセ・マリア・モレロス、フェリペ・カリジョ・プエルトのそれぞれの支所員である。 

 

(2) ローカルコスト負担 

2008 年 8 月末時点で、メキシコ側のローカルコスト負担として合計 11 万 899MXN 相当（119
万 3,273 円、2008 年 9 月 JICA 月次為替レート：1MXN= 10.76 円）がプロジェクトの活動の

ために投入された。投入内容としては、プロジェクト事務所整備費、供与機材付加価値税、車

両税、保険代等である。なお、C/P の出張費、運転手の日当については、支出実績はない。 
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２－２ 活動実績 

活動は、PDM１において新たに整理された枠組みにおいて、おおむね計画どおり実施されている。

これまで主に、支援モデル構築のための実証活動が実施されており、今後実証を継続しつつ、モデル

化のためのマニュアルやガイドライン作成等の活動が実施される予定である。詳細な活動実績は、付

属資料 6.-②の「活動進捗表（PDM1 に対応）」を参照。 

 

２－３ 成果の達成度 

成果は、新たに設定された枠組みのなかでおおむね計画どおり産出されている。それぞれの成果に

対する 2008 年 8 月末までの達成実績は以下のとおりである。 

 

(1) 成果 1：調査機能の強化：現状の把握や活動を実施するために必要な情報が収集・整理される 

指標 1-1. キンタナ・ロー州

の民芸品市場の現状調査

が実施され情報が報告書

にまとめられ、更新されて

いる 

 民芸品市場調査（カンクン、コスメル、イスラ・ムヘー

レス、プラジャ・デル・カルメン、トゥルム、バジャド

リド、メリダなど 7 ヵ所）の実施 

 市場調査報告書を作成 

 情報の更新は協力店を通じて聴取 

指標 1-2. プロジェクト対象

地域の村落の現状調査が

実施され情報が報告書に

まとめられ、更新されてい

る 

 村落部の RRA 調査（3 市 8 ヵ村）の実施。うち 2 ヵ所に

ついては、C/P のみで実施 

 RRA 調査報告書を作成（6 ヵ村） 

 情報の更新は十分に行われていない 

指標 1-3. プロジェクト対象

地域で実施された調査情

報が、支援プロジェクト形

成時に何らかの形で活用

されている 

 現時点では未確認 

 

(2) 成果 2：運営管理機能の強化：女性庁生産強化部が運営管理手法を習得し適用する（支部の

生産強化部所掌の業務を含む） 

指標 2-1. 女性グループの生

産支援業務マニュアル（ド

ラフト）が作成されている 

 生産支援業務マニュアルのコンテンツの開発を、現場の

活動での経験を基に作成。マニュアルのコンテンツは、

①デザイン、②製品生産、③製品販売、④生産管理、⑤

生産組織。現在、それぞれの分野で 2008 年度のドラフト

の完成に向け、マニュアルの内容を作成中 

 業務フローチャート（ドラフト）を作成済み 

指標 2-2. 作成された生産支

援業務マニュアルの検証

が行われている 

 未実施 

 



 

 

(3) 成果 3：調整･連携機能の強化：女性庁生産強化部と関係組織との調整及び連携が構築される 

指標 3-1. 支援スキーム活用

ガイド（パンフなど）案が

作成されている 

 C/P 主導で支援スキームの情報を収集済み。その取りま

とめを実施中 

 支援スキーム活用ガイドについては、未実施 

指標 3-2. プロジェクト終了

時に、民芸品を作成する女

性グループが受けられる

支援スキームをもつ関係

機関と会議が開催されて

いる 

 関係者（関係他機関、市行政関係者、女性グループなど）

を招いてプロジェクトのキックオフイベントを実施 

 民芸品製作に、特に関係の深い他政府機関の職員を含め

た合同調整委員会（JCC）を発足させ、JCC を実施 

指標 3-3. 民芸品製作者と協

力者/民芸品販売店とのマ

ッチングの機会（品評会や

商品紹介イベントなど）が

年に 2 回以上実施される 

 ラサロ・カルデナス市 5 グループの製品の品評会を実施。

民芸品店のオーナーやデザイナーから高い評価及び更な

る改善に向けたアドバイスを受ける 

 “国際女性の日”の催し会場に、ラサロ・カルデナスの

5 つのグループが作製した試作品を展示。同会に参加し

た州知事への説明を行う 

 初年度の支援対象 5 グループの研修修了式を実施し、民

芸品オーナー、市役所、国家先住民族開発委員会（CDI）
やキンタナ・ロー州村落先住民開発局（SEDARI）など

の関係者を招待して、関係者の生産現場への理解の促進

 

(4) 成果 4：支援プログラムの構築：女性庁生産強化部と関係支所による対象女性グループへの

実証プロジェクトを通して、民芸品生産支援プログラムが作成される 

指標 4-1. 改善・開発された

民芸品の種類が増加する 

 デザイン改善、新製品開発の実証として、ラサロ・カル

デナス市区の 5 つの女性グループに対して指導を行い、

それぞれの特性を生かした試作品と販売試験用製品（10
品目）の完成 

指標 4-2. 改善・開発された

民芸品の品質の評価が向

上する 

 2007 年 12 月にデザイナーや民芸品店オーナーなどを招

待して、試作品の品評会を実施し、全体的に高く評価さ

れた。品評会では招待者から生産者に試作品への改善の

ためのコメントや助言をもらい、生産者にフィードバッ

ク 

指標 4-3. 改善・開発された

民芸品の販売が増える 

 2008 年 8 月 10 日現在、合計販売数：33 点、合計販売額：

1 万 1,933MXN 

 Yalat：ショール（6 個）、ハンモックバッグ（5 個）、

木製ミニチェア（6 個）、木製ミニテーブル（11 個） 

 La Boutique：ショール（0 個）、ハンモックバッグ（0
個） 

 Las Chicas：木製ミニテーブル（4 個） 
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 Mixik：ビーチバッグ（G）（1 個） 

指標 4-4. 民芸品生産支援プ

ログラムが適用される女

性グループの能力が向上

する（意識、知識面等） 

（評価調査開始時点で設定されていなかった指標のため、中

間評価の対象とならなかった） 

 

(5) 成果 5：情報管理能力の強化：支援業務に関する情報の適切な管理と活用が行われる 

指標 5-1.プロジェクト情報

管理の仕組みができてい

る 

 Web ベース上のデータ管理サービスを用いた、インター

ネットベースでの情報共有を 2008 年 6 月より開始。専門

家内での情報交換や議論、プロジェクトに関するデータ

の蓄積に活用。C/P の参加はインターネットアクセスへ

の制限等から限定的 

指標 5-2. C/P 職員が情報シ

ステムで有益な情報を更

新している 

 専門家によるプロジェクト情報の更新は、徐々に実現。

C/P の参加は限定的 

指標 5-3. C/P職員の 70％が、

更新・蓄積された情報をそ

れぞれの活動に活用して

いる 

 未調査（現時点では情報システムが導入されていないた

め） 

 

２－４ プロジェクト目標達成の見込み 

1 - 4 のとおり、本プロジェクトにおいては、2008 年 9 月からプロジェクトの枠組みが変更となっ

た。新しいプロジェクト目標は、「女性庁・生産強化部による女性グループへの支援モデルが確立さ

れる」である（支援モデル案の詳細は、付属資料 8.を参照）。そのため、中間評価段階においては、

プロジェクトの目標が達成されるかどうかを見極めるには時期尚早である。中間評価を通じて、当初

計画に対し PDM が変更されたにもかかわらず、投入に関する効率性は特に阻害されていないことは

検証された。今後はプロジェクト前半部分で実証活動を中心に展開してきたことを、後半でモデル化

する必要がある。また、C/P 関係機関との連携を具体的に機能させるための制度設計や、女性庁生産

強化部の、これまでのプロジェクト活動を通じて得られた経験を基に、業務マニュアルとガイドライ

ンを作成するといった重要な活動が残されている。 

 

２－５ プロジェクトの実施プロセス 

本プロジェクトの実施プロセス・実施体制に関して、特にプロジェクトの進捗に影響を及ぼした事

項を以下に記載する。 

 

２－５－１ PDM の改訂による影響 

1 - 4 において述べられているとおり、プロジェクト開始当初から、当初計画について関係者で

混乱が生じ、プロジェクトへの C/P の主体的な参加が限られるなどの影響があった。しかし、

PDM の改訂に伴い、混乱は収まり、実施体制が整いつつある。 
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２－５－２ マネージメントとモニタリング体制 

2008 年 4 月に新しい女性庁長官が着任し、組織再編成が行われているが、マネージメント体

制に大きな変化はない見込みである。JCC は、2008 年 3 月、プロジェクトの目的の共有と活動

内容紹介を目的に実施された。さらに、JCC のサブ組織であるテクニカルコミッティーが設立さ

れ、第１回会議が 2008 年 6 月に実施された。参加者は、女性庁長官、女性庁生産強化部長、女

性庁実証活動対象 3 支所長、JICA 専門家、JICA 事務所、メキシコ外務省であった。また、情報

共有のために、長官とプロジェクト側の定期的なミーティングの実施が、中間評価のための面談

時に長官より提案された。 

プロジェクト関係者間においては、専門家と C/P 間などに、一部コミュニケーションや情報

共有不足がみられた。原因として、本プロジェクトの 3 ヵ所にわたる実証活動の対象地域は、プ

ロジェクト事務所から遠方に位置するため、頻繁な出張を通じた活動が行われていることや、シ

ャトル型の専門家派遣制度を採用しており、総括をはじめとして、JICA 専門家が常駐しておら

ず、ミーティングへの参加に限界があることなどが指摘されている。現在、上記のように PDM
の枠組みの変更と併せて、週ミーティングの実施や週報の提出、ウェブ上での情報共有システム

の確立といったモニタリング体制が構築されつつあり、今後、改善が期待される。 

 

２－５－３ ローカルコストの負担 

ローカルコストの負担に関して、プロジェクト開始前に女性庁と JICA 間で、協議が十分では

なかったことや、JICA と女性庁の予算年度の違い、プロジェクトの枠組みの変更に係る議論に

より、詳細の活動計画が一部確定しなかったことから、2007 年度、2008 年度ともに、C/P の出

張費や運転手の日当等の支出が計画どおり行われず、農村への訪問を通じた活動が制限された。

2008 年度の予算については、制度上、予算は確保されていないが、長官が自己責任において、

必要経費を確保することに言及されている。2009 年度以降は、現在、予算申請済みである。 

 

２－５－４ 女性グループ活動 

民芸品製作に取り組む女性グループは、計画されている 3 市 15 グループのうち、2 市 10 グル

ープへの実証活動が開始されている。グループの選定にあたり、女性庁の過去の支援内容や支所

の利害関係に影響を受けやすい点がみられるものの、対象となったグループは熱心に活動に参加

し、支援モデルの確立に貢献している。 

 

２－５－５ 関係機関との連携について 

関係機関との連携については、PDM の成果 3 に含まれており、プロジェクト目標の達成に結

びつく重要な要素であると位置づけられている。関係機関は、JCC のメンバーにも含まれており、

第１回会議においてプロジェクト活動が紹介された。中間評価以降、女性庁長官が議長を務める

州計画委員会ジェンダー平等サブコミッティー等において、プロジェクトで構築中の支援モデル

が紹介され、連携へ向けた合意が協議される予定である。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ 評価 5項目による評価結果 

３－１－１ 妥当性 

以下の理由により、一定の妥当性があると判断される。 

 

＜対象地域・社会、ターゲットグループのニーズとの合致＞ 

対象地域であるキンタナ・ロー州には、カンクンのほか世界的な観光地があり経済発展が著

しい反面、内陸部には伝統的な自給自足経済にある先住民マヤ族が人口の 80％以上を占める

地域があり、地域間格差が激しい。しかし、NGO などの外部からの支援が限られている。マ

ヤ族住民は、カルスト台地のために生産性を向上させることが容易ではなく、農業収入が限ら

れているため、民芸品の製作販売を通じて収入向上をめざしている。しかし、民芸品の品質や

デザインレベルは低く、民芸品販売促進のための、品質・デザインの改善、新製品の開発など

に係る支援が必要とされていた。 

キンタナ・ロー州女性庁は、1998 年、経済活動、政治、文化、社会への女性の参加を促進

することを目的に設立された。その機能のひとつに、連邦政府と州政府がもつ女性への支援ス

キーム（プロジェクト）の実施促進と、モニタリング・評価の実施が含まれている。特に、

C/P である生産強化部と支所は、民芸品の製作を含む、女性の生産活動を支援し、そのため女

性グループの形成や強化をする役割の一端を担っていたが、そのキャパシティが脆弱であるた

め、十分な支援が実施されていないのが現状であった。 

よって、女性庁の組織能力向上を通じた女性支援体制の構築をめざす本プロジェクトは、対

象地域やターゲットグループのニーズに一定程度適応している。 

 

＜政策における優先度＞ 

メキシコ政府は、国家開発計画（2007～2012）で、持続可能な人間開発のなかの重点項目と

して、貧困克服及び格差の是正をあげており、特に先住民への支援の必要性を重視している。

一方、キンタナ・ロー州政府は、州開発計画（2005～2011 年）において、効率的な政府、競

争性、統合的開発、生活の質の 4 分野を柱としている。そのなかで、本プロジェクトは、地域

間格差を是正するための戦略のひとつとして、住民の生産的資質や熱意を 大限活用した持続

的かつ平等な経済開発の推進する「統合的開発」と、ジェンダー平等や先住民の福祉に関する

項目が含まれる「生活の質」に合致していると考えられる。 

また、プロジェクトが支援する人間の安全保障分野が、メキシコにおける JICA の重点分野

として設定されており、日本の援助政策との整合性が確認されている。 

 

＜手法としての適切性＞ 

上記のように、マヤ族女性は少ない農業所得を補うために、民芸品の製作販売を通じて収入

向上をめざしている。そのために、品質・デザインの改善、新製品の開発などに係る支援が必

要とされていた。しかし、その役割を担う女性庁のキャパシティが脆弱であるため、十分な支

援が実施されていないのが現状である。よって、民芸品製作グループを中心にした女性支援体

制の構築をめざす本プロジェクトのデザインは適切であると考えられる。 
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＜対象の選定の適切性＞ 

プロジェクトの対象地域であるキンタナ・ロー州には、地域間格差が激しく、貧困削減に向

けた支援を必要としている地域がある。しかし州の平均所得が高いため、貧困削減分野の NGO
等による支援が限られている。さらに、キンタナ・ロー州の 8 市のうち、プロジェクトが実証

プロジェクトの対象とする 3 市は極端に経済的に脆弱な地域であるため、選択は適切であると

考えられる。 

一方、C/P 機関である女性庁は、経済活動、政治、文化、社会への女性の参加を促進するこ

とを目的に設立された。特に、C/P となっている女性庁生産強化部とその支所は、女性の生活

向上につながる生産活動の支援を担っており、プロジェクトが目標とする、女性の民芸品の改

善・開発を支援する一組織として適切であると判断される。 

実証プログラム対象グループの選定においては、女性庁により既に支援の経験がある女性グ

ループが推薦され、そのなかから、プロジェクトが定めた選定条件を基に決定された。対象者

の規模については、3 市 15 グループを対象予定であり、既に 2 市 10 グループに対する活動が

実施されている。また、支援モデル作成を目的とした実証活動の対象としては、規模が大きす

ぎる可能性があるため、今後の再検討の可能性について中間評価時に議論をした。 

 

３－１－２ 有効性 

今回の中間評価時に PDM の改訂を実施しており、以下の理由により高い有効性が期待される。 

 

＜プロジェクト目標の達成の見込み＞ 

本プロジェクトは女性庁の機能強化を通して、質の高い民芸品の生産と開発を通じた民芸品

生産女性の収入向上を実現する、支援プログラムの確立を目的としている。1-4 のとおり、本

プロジェクトは、プロジェクト目標が変更になったばかりである。中間評価を通じて、当初計

画に対し PDM が変更されたにもかかわらず、投入に関する効率性は特に阻害されていないこ

とは検証された。今後はプロジェクト前半部分で実証活動を中心に展開してきたことを、後半

でモデル化する必要がある。また、C/P 関係機関との連携を具体的に機能させるための制度設

計や、女性庁生産強化部の、これまでのプロジェクト活動を通じて得られた経験を基に業務マ

ニュアルとガイドラインを作成するといった、重要な活動が残されている。そのため、中間評

価段階においては、プロジェクトの目標が達成されるかどうかを見極めるには時期尚早である。 

旧 PDM 下の調整と並行して、2007 年 12 月から 2008 年 4 月まで、プロジェクトを統括する

女性庁長官が不在であり、内部の意思決定や、組織間の連携に障害が生じた。しかし、2008
年 4 月に新しい長官が就任して、プロジェクト目標達成や自立発展性の確保に組織的に取り組

む体制が整いつつあり、プロジェクトの促進要因となっている。 

＜設定されている成果の適切性＞ 

C/P の組織強化を通じて、民芸品改善・開発に係る女性グループ支援の体制を強化し、その

ための支援モデルの構築をプロジェクト目標として達成するために、適切な成果が設定されて

いると判断される。成果は、C/P の女性支援体制を包括した形で設定されており、相乗効果が

あると考えられる。 



 

 

＜成果からプロジェクト目標に至るまでの外部条件＞ 

プロジェクト目標達成において「地域に決定的なダメージを引き起こす災害が起こらない」

という外部条件が設定されている。2007 年 8 月末に、ハリケーンの影響があり、1 ヵ月ほど活

動が遅延したが、適切に対応したため、プロジェクト目標達成に大きな影響はみられない。 

 

３－１－３ 効率性 

以下の理由により、プロジェクトの効率性はおおむね問題ないと判断される。 

 

＜成果の産出状況＞ 

2-5 において報告されたように、一部日本人専門家と C/P の間にコミュニケーション不足や、

実施体制における混乱や問題が生じたものの、プロジェクト活動はおおむね計画どおり実施さ

れており、今後、実証活動を継続しつつモデル化のためのマニュアルやガイドライン作成等の

活動を通じて、成果が達成される見込みである。これまでの活動を通じて、成果 3 に設定され

ている他の機関の支援スキームとの連携として、2008 年 9 月に国家先住民族開発委員会（CDI）
より 10 万 MXN を上限とした補助金が、ラサロ・カルデナス市におけるプロジェクト対象 5
グループに対して支給されたことは、今後のモデルづくりに結びつく成果と考えられる。 

PDM の改訂を通じてプロジェクトの枠組みが整理されたことで、C/P のプロジェクト内の

役割が明確になり、プロジェクト活動への参加や成果達成に向けた意欲が増しており、促進要

因となっている。一方、関係者間のコミュニケーションの欠如が阻害要因として憂慮される。

特に、女性グループへの直接的な支援や監督業務は、女性庁支所の役割であり、支所との密な

連携を欠如した活動は、成果の達成を阻害する要因になる可能性が高い。 

 

＜投入の適切性＞ 

投入に関しては、以下のとおり、日本側の投入については量及びタイミングについて、大き

な問題はみられないが、メキシコ側の投入については、一部計画どおりに実施されていない。

また、プロジェクトの枠組みの修正に即して、今後、女性庁機能強化分野に重点を置いた投入

計画の再検討が必要となる可能性がある。 

 

・日本側の投入 

日本側の投入に関しては、「2 - 1 投入実績」の項で確認されたとおり、おおむね計画ど

おり実施されている。 

投入された専門家は、すべてスペイン語での業務が可能であり、特に民芸品改善・開発分

野では、マヤ族女性グループを指導して民芸品を作製している経験豊富な現役の現地専門家

が投入されており、対象地域の技術への適切な対応が可能となっている。しかし、今後、プ

ロジェクトの枠組みの修正に即して、女性省機能強化分野に重点を置いた投入計画の再検討

が必要となる可能性がある。 

C/P 研修に関しては、2007 年度、ニューヨークの民芸品フェアと民芸品市場セミナーへ

の派遣が実施された。うち１名は 2007 年 12 月に離職しており、プロジェクト目標達成への

裨益は限定的であったと判断せざるを得ない。2008 年度には、実証活動の対象である、木

工製品生産女性グループメンバー2 名が、米国における技術研修に派遣された。これは、C/P
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機関において同分野の技術者が不在である状況を補い、将来的に女性庁のインストラクター

として活用することを前提にした派遣である。今後、プロジェクトで確立する支援モデルの

なかに、研修参加者がインストラクターとして女性庁に活用されるといった、明確な位置づ

けがなされる必要がある。 

機材の購入に関しては、民芸品の作製に必要な材料は、必要 小限の量、品質を確保する

ための材料と質を厳選して購入されており、投入の時期・量・質ともに適切であった。投入

のタイミングについて、一部、購入を予定していた機材がチェトゥマルでは入手困難であっ

たことから、機材の購入が第 2 年次の半ば過ぎまで遅れた。 

 

・メキシコ側の投入 

メキシコ側の投入は、「2 - 1 投入実績」の項で確認されたとおり、人事異動や予算確保

上の問題により、一部計画どおりに実施されていない。 

C/P の配置については、当初予定された C/P が業務量から計画どおりに配置されなかっ

た。2008 年度以降は計画が実現し、現在 12 名が配置されている。人事異動の影響により、

プロジェクトダイレクターであるべき長官が 2007 年 12 月から 2008 年 4 月まで不在であっ

た。支所に関しては、対象 3 支所すべての所長が 2007 年 12 月に交代したが、現在は計画ど

おりの投入が行われている。近々、組織再編が行われる予定だが、C/P 部署は、名称変更の

みとなる見込みである。 

土地や施設の提供に関しては、女性庁の引っ越しなどの影響により遅延したものの、おお

むね計画どおり実施されている。2007 年 8 月末のハリケーンの影響により、プロジェクト

オフィスが使用できなくなったが、女性庁の会議室をプロジェクトオフィスとして使用する

便宜がとられた。その後 2008年 7月に女性庁庁舎の引っ越しに伴い、オフィスが移転された。 

ローカルコストの負担に関して、プロジェクト開始前に女性庁と JICA 間で、協議が十分

ではなかったことや、JICA と女性庁の予算年度の違い、プロジェクトの枠組みの変更に係

る議論により詳細の活動計画が一部確定しなかったことから、2007 年度、2008 年度ともに、

予算の確保に問題があり、C/P の出張費や運転手の日当等の支出が計画どおり行われず、農

村への訪問を通じた活動が制限された。2008 年度の予算については、制度上、予算は確保

されていないが、長官の自己責任において、必要経費を確保することに言及されている。2009
年度以降は、現在、予算申請済みである。 

 

＜活動実施における外部条件＞ 

活動実施段階に設定されている外部条件「女性の生活向上が州政府開発計画の主要項目であ

ること」、「当該地域に壊滅的打撃を与える出来事が起こらないこと」については、充足され

ている状態である。 

 

３－１－４ インパクト 

本プロジェクトにおいては、プロジェクトのデザインを見直したばかりであり、中間評価であ

る現段階において上位目標の達成の見込みを判断するのは、時期尚早であると考えられる。一方、

プロジェクト活動を通じて、以下のようなインパクトが生じている。 
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＜C/P への波及効果＞ 

C/P は、プロジェクトにおける組織強化を目的とした取り組みを通じて、技術を向上するだ

けでなく、意欲の向上や経験の蓄積といった波及効果を受けている。例えば、プロジェクト活

動における迅速農村調査法（RRA）を通じて、多くの C/P が参加し実際に農村における調査

に従事したことで、農村の女性たちへの考え方や態度が変化した。また、知識としてしかなか

った農村開発に関する経験を蓄積したことで、通常の業務の遂行に意欲が促進されたことが報

告されている。 

 

＜実証活動対象の女性グループへの波及効果＞ 

民芸品製作に取り組む女性たちには、実証活動におけるグループ活動を通じて、民芸品販売

による収入向上、自助努力への意識の変化、リーダーシップや自信の構築、社交の促進、精神

的充実といった、社会経済的エンパワーメントがみられる。また、家族などの男性側にも、家

事や育児の分担といった行動変容や、女性の収入向上への意識の変化が生じている。さらに、

グループが自発的に連携する動きも報告されている。 

例えば、対象となった女性たちは、女性、先住民、貧困という 3 苦に直面しており、外部と

の接点や、支援を受ける機会が限られていた。そのため、プロジェクト活動への参加を通じて、

好きな刺繍や編み物といった民芸品の作製をする機会が増加したことについて、精神的な充実

を感じている女性たちが多い。また、研修参加や研修参加の証明書を受けたことで、技術の向

上だけでなく、自信の構築や、自己尊重の意識の芽生えといったエンパワーメントがみられて

いる。さらに、先住民コミュニティにおいては、補助金を受け取って当然という意識が広がっ

ており、女性の名前で支給された資金を世帯内の男性が使用することが通例であった。しかし、

本プロジェクトを通じて、受け取った資金や機材を女性たち自身が活用し、製品の製作販売を

通じた収入を獲得することで、補助金に対する意識が変化してきている。 

グループにおける民芸品生産活動について、反対する配偶者もみられる一方、活動の継続や

女性たちの熱意を通じて、男性たちの変化も報告されている。例えば、活動時間中の家事や育

児の分担といった行動の変化や、女性の収入への期待といった意識の変化である。今後、収入

の獲得を通じて、より理解が促進されることが期待されている。 

また、こうしたプロセスを通じて、女性たちは、村レベルから積極的に広いマーケットを意

識した製品を生産するようになっている。さらに、生産活動（民芸品生産の種類）が多様化し

たことで、夫の収入に依存していた状態から、自ら収入を獲得することへの意欲が増している。

自ら製作した民芸品の販路を拡大し収入を向上する手段として、法人化の利点を理解し、前向

きに検討するグループも確認されている。 

グループ活動を通じたインパクトもみられる。例えば、家の外に出る機会が限られていた女

性たちが、活動を通じて定期的に外に出て、メンバーとの交流をすることで、民芸品製作にと

どまらず、生活一般に関する情報交換や助け合いの機会を得ている。また、グループ内で民芸

品の生産に係る技術面の協力だけでなく、精神的な協力や、それ以外の生活全般についてのコ

ミュニケーションが増し、精神的に生活が豊かになったことが報告されている。各グループの

リーダーは、非常に責任感をもって活動に従事しており、メンバーからも信頼されることで、

自信や生きがい、自己の可能性を見出している。また、プロジェクト対象のグループ間におい

て、効果的に活動を進めるために、自発的に連携する動きが報告されている。 
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＜他の機関への波及効果＞ 

C/P 以外の組織への大きなインパクトは確認されていない。しかし、女性庁長官により、モ

デルを庁内で広く活用する意思が表明されており、そのため C/P 以外の部署との連携が進め

られつつある。今後、プロジェクトにより確立されるモデルの活用が期待されている。 

 

＜マイナスのインパクト＞ 

プロジェクトによる大きなマイナスの影響はみられないが、一部実証活動において、女性グ

ループ活動に対する男性の理解が限定的であり、女性の活動参加が阻害される事例がみられた。

そのため今後、男性への理解促進に向けて、組織化研修に付随した形での男性への説明や、ジ

ェンダー平等部の活動を通じた理解促進の取り組みが必要であると考えられる。 

 

３－１－５ 自立発展性 

現在、以下のように、自立発展性の確保に向けた取り組みがなされつつある。 

 

＜政策・制度面＞ 

 本プロジェクトの自立発展性を確保する政策として、女性の職業機会拡大や生産能力の向上、

先住民の生産活動への参加促進、能力強化、先住民文化の保護や普及に取り組みを定めた「州

開発計画 2005～2011」の存在が確認されている。 

また、プロジェクトによって確立される支援モデルの制度化や他部署を含めた女性庁全体で

の活用の可能性について、女性庁長官より主体的に取り組む意思が表明されており、プロジェ

クト終了までの進捗に留意する必要がある。プロジェクト終了後のフォローアップ業務が C/P
の役割であるという認識は、既に関係者間で共有されはじめている。 

 

＜人事・組織面＞ 

女性庁においては、連邦レベルの議員選挙や州政府の政権交代、市レベルの選挙などのたび

に人事異動があり、これまで、女性庁長官と実証活動対象 3 支所の支所長を含む 6 名の異動が

あった。また、本庁レベルでは 1 名が離職し、1 名が異動、他部署や支所のスタッフだった人

材 3 名が新たに加わった。 

こうした状況は今後も想定されるため、将来の人事異動の影響を排除し、自立発展性を確保

することが必要である。そのために、プロジェクトを通じて移転される技術や知識を文書化し、

モデルとして確立することが、プロジェクト目標として設定されている。また、確立されるモ

デルの制度化についても、プロジェクト終了までに方向性が明示されることが望まれる。 

＜財政面＞ 

財政面に関しては、女性庁は、管理コストのみで事業予算を有しない。事業予算に関しては、

女性のための支援スキームが数多く存在しており、特に、プロジェクトが対象とするような先

住民女性を対象にした支援プログラムは、多く存在している。そのため、女性庁としては、事

業予算を補完するため、支援スキームをもつ関係機関との連携体制の確立が、重要である。プ

ロジェクトが確立する支援モデルにおいても、こうした連携の強化が、成果 3 に設定されてい

る。 
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３－２ 結 論 

中間評価段階においては、プロジェクトの目標が達成されるかどうかを見極めるには時期尚早であ

る。ただし、当初計画に対し PDM が変更されたにもかかわらず、投入に関する効率性は特に阻害さ

れていないことは検証された。今後はプロジェクト前半部分で実証活動を中心に展開してきたことを、

後半でモデル化する必要がある。また、C/P 関係機関との連携を具体的に機能させるための制度設計

や、女性庁生産強化部の、これまでのプロジェクト活動を通じて得られた経験を基に業務マニュアル

とガイドラインを作成するといった重要な活動が残されている。そのため、結論というよりも、今後

の対応を提言するにとどめることがふさわしいと考える。プロジェクト後半において、どこに重点を

置きながら活動を進めるかも含めて、投入計画を改めて検証することも必要である。そのため、今後

のプロジェクトの進捗をきめ細かにモニタリングしながら、必要なプロジェクトの見直しを行ってい

くことが肝要である。 

 

３－３ 提 言 

(1) マネージメント体制の強化 

  プロジェクト目標の達成に向けて、年 3 回を目処に合同調整委員会（JCC）を開催する。ま

た、テクニカルコミッティーを必要に応じて開催する。 

  女性庁長官とのプロジェクトミーティングを定期的に開催する。 

 

(2) モニタリング体制の強化 

  関係者間の情報共有及び、体系的意思決定の仕組みを構築する。 

 

(3) 関係機関との連携の強化に向けた取り組み 

  JCC において、他機関との情報共有・連携を図る。 

  州計画委員会ジェンダー平等サブコミッティーにおいて、プロジェクトの枠組みについて共

有し、そのフォローアップを行う。 
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第４章 団長所感 
 

(1) プロジェクトの進捗 

 PDM の改訂によりプロジェクトの目標設定を変更して、持続発展性が期待できる女性グループ

支援のための仕組みづくりに重点を置くことになったが、これまで既に、JICA 本部及び JICA メキ

シコ事務所を含めてプロジェクト専門家と調整を進めた甲斐があって、特に活動内容との齟齬は発

生していない。一部カウンターパート（C/P）のなかにプロジェクトの枠組みを理解しきれていな

いという報告も受けているものの、それもプロジェクト活動全体からみればさほど大きな障害とは

なっていないようだ。プロジェクトダイレクターが半年ぐらい不在であったこともあって、全体を

統括する監理責任者がいないなかで、組織としてプロジェクトの方向を指図する会議もないという

状況がプロジェクト C/P とのコミュニケーション不足を招いたようだが、これも新しいダイレク

ターが 4 月から着任し、今回の JICA 調査団との協議の場においても積極的なプロジェクトへの参

画を表明していることなど、今後においては促進材料とみることもできる。 

 

(2) 今後の投入計画 

 後半部における活動の重点を制度構築というところにシフトすることになったので、日本側の人

的投入計画については、見直しが必要である。なお前半期間での活動に対する人的投入の量及び内

容は決して不適切ではなかったことを改めて断っておく。これからの現場における女性グループへ

の支援活動そのものは、これまで１年半の JICA 専門家との協働活動の成果を生かしながら、女性

庁現地地方事務所のキャパシティの範囲で活動が展開されることが重要である。自立発展性を求め

る意味でも JICA 側からの投入は 小限にとどめることも必要である。それに対し、生産強化部長

を中心にして支援モデル制度化のための活動が今後の重点項目であることは既に述べたとおりで

あり、このための活動をアドバイスする総括担当の投入がプロジェクトの目標達成を左右するとい

っても過言ではない。したがって、後半部の投入計画については見直しも含めて再度吟味すること

が必要である。 

 

(3) プロジェクトのモニタリングと促進指導 

 JCC 及びテクニカルコミッティーは、JICA-C/P 機関間の合意形成のための重要なモニタリング

機会であり、特にテクニカルコミッティーの開催については、今まで以上に頻繁な開催を求めるこ

とと、制度化に向けた準備のモニタリングと促進指導が必要である。 

 

(4) プロジェクト目標達成のための課題 

 プロジェクトは女性支援の仕組み（モデル）の確立をめざしているが、これには直接 C/P の女

性庁生産強化部が、具体的支援機能を有する女性庁を超えた国の機関と連携関係を確実なものにで

きるかにかかっている。プロジェクトの 1 年目から 2 年目における前半期間においては、女性グル

ープへの直接支援をパイロットプロジェクトとして位置づけ、それから得られる知見、特に女性庁

関係部だけでは達成できない支援内容を見極めるなど重要な支援項目を検証した結果を含めて、支

援モデルを機能させるための方策を今後、実行に移すことが重要である。すなわち、他の支援スキ

ームを有する機関との連絡協議機関（既存の協議機関が望ましい）を活用して、連携促進のための

活動をプロジェクト後半期間で C/P とともに行うこと、特に女性庁長官が積極的に露出する形で
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口を出し、長官を全面的に利用することが期待される。支援モデルの確立のためには、プロジェク

ト内でいえば JCC やテクニカルコミッティーでの関係者への周知と承認手続きを促進することで

ある。また女性庁内部の承認手続き（監査部の承認とその後の理事会付議から長官の署名）のため

に、今後１年半でどの程度準備が進むかも終了時評価の重要なポイントになる。プロジェクトを超

える次元では、既存の女性庁計画委員会ジェンダー平等サブコミッティーの場を利用して、それに

参加する他の支援機関への協力の呼びかけと、また個々の機関との協力関係構築のためには、協議

機関の設置と協力合意締結というかなりハードルの高い条件が待ち構えている。今後の活動のなか

で実施またはそのための準備を進めることが C/P の自立発展性を検証するよい材料となるであろ

う。 

 

(5) 終了時評価におけるポイント 

 今回の中間評価で明らかになったように、支援モデルを確立し、機能させるための欠かせない条

件は他の支援機関との連携関係構築である。今後 1 年半にわたり行われるこの活動の結果が終了時

評価の重要なポイントである。 
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プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

：
メ

キ
シ
コ

合
衆

国
キ

ン
タ

ナ
・

ロ
ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
女

性
支
援

計
画

 
 

 
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
期
間

:
 2

00
7
年

3
月

 ～
 
20

10
年

3
月

 
対
象

地
域

：
キ

ン
タ

ナ
・

ロ
ー

州
3
市

（
Jo
sé
 M
ar
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 M
or

el
os
/ 
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l
ip
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rr
il
lo
 P
ue
rt
o/
 L
áz

ar
o
 C
ár
de
na
s）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

P
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0 

(
20

0
6
年

1
2
月

)
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
・

グ
ル

ー
プ

: 
キ

ン
タ

ナ
・

ロ
ー

州
女

性
庁

（
IQ
M）

職
員
及
び
対
象

3
市
民
芸
品
生
産
者

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

要
約

 
指

 
 

標
 

入
手

手
段

 
外

部
条

件
 

上
位

目
標

 
 

 
 

キ
ン

タ
ナ

・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
で

生
産

さ
れ

る
民
芸

品
の

販
売

量
が

増
大

し
、
収

入
が

向
上

す
る

。

1
.
キ

ン
タ

ナ
・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
の

女
性

が
製

造
す

る
民

芸
品

の
販

売
量

の
推

移
 

2
.
キ

ン
タ

ナ
・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
の

女
性

が
製

造
す

る
民

芸
品

販
売

に
よ

り
得

ら
れ

る
収

入
の

推
移

 


 

C
/
P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 

女
性

イ
ン

タ
ビ
ュ

ー
 


 

民
芸

品
店

イ
ン
タ

ビ
ュ
ー

 

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
 

 
 

 

観
光

地
で

の
市

場
調

査
の

実
施

と
こ

の
結

果
に

基
づ

い
た

民
芸

品
の

改
善

及
び

新
製

品
の

開
発

が
マ

ヤ
族

居
住
地

域
で

行
わ

れ
る

。
 

観
光

地
で

の
市

場
調

査
に

基
づ

い
た

民
芸

品
の

改
善

が
マ

ヤ
族
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住

地
域

で
行

わ
れ
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件

数
 


 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
報

告
書
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/
P
イ

ン
タ
ビ

ュ
ー

 


 

日
本

人
専

門
家
イ

ン
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ュ
ー


 

女
性

イ
ン

タ
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ュ

ー
 

 

成
 

果
 

 
 

 

(
1
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性
庁

の
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織
強
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が
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れ
る

。
 

(
2
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マ

ヤ
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製

造
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の
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る
。
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3
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存
の
民

芸
品

の
品

質
が
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善
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れ

る
。

 

(
4
)
既

存
の

民
芸
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の

デ
ザ

イ
ン

が
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善
さ

れ
る

と

と
も
に
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品
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が
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れ
る

。
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5
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動
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。
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芸
品
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れ
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。
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。
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1
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1 

女
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回
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1
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携
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2
)
-1
 

民
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品
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造
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織
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化
 

(
2
)
-2
 

組
織

の
結

束
度

の
評

価
 

(
3
) 

民
芸

品
製

造
者

に
よ

り
製

造
さ

れ
る

民
芸

品
の

質
の

評
価

(
4
)
 

民
芸

品
製

造
者

に
よ

り
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る

民
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の

デ
ザ

イ
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と
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評

価
（

民
芸

品
店

や
観

光
客

の
評

価
）

 

(
5
)
 

民
芸

品
製

造
者

に
よ

り
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造
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れ
る

民
芸

品
の

販
売

量
・

販
売

額
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す
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(
6
) 

民
芸

品
の

保
護

策
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実

施
件

数
 

(
7
)
 

民
芸

品
協

力
店

か
ら
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提
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に

基
づ

く
マ

ヤ
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居
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地
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お
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民
芸

品
の
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あ
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開
発

件
数

 


 

プ
ロ
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報
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書

 


 

C
/
P
イ

ン
タ
ビ
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農
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民
芸

品
協

力
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イ
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市
場

調
査

結
果

 

 

３．PDM 

 ① PDMO 
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 活
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投
 

 
入
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の
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向

上
が

キ

ン
タ

ナ
・

ロ
ー

州
政

府

開
発

計
画

の
主

要
項

目

で
あ
る
こ

と
。

 


 

洪
水

、
旱

魃
、

台
風

と

い
っ

た
当

地
域

に
壊

滅

的
打

撃
を

与
え

る
出

来

事
が

起
こ

ら
な

い
こ

と
。

 

前
提

条
件

 

(
1
)
-1
 
女

性
庁

職
員

に
対

す
る

調
査

手
法
（

市
場

調

査
、

迅
速

農
村

調
査

法
ほ

か
）

に
係

る
研

修
の

実

施
 

(
1
)
-2
 

女
性

庁
の

組
織

強
化

に
係

る
活

動
（

他
機

関

と
の
連

携
、

手
続

き
の

簡
素

化
ほ

か
）

の
実

施
 

(
2
)
-1
 

民
芸

品
製

造
者

の
組

織
化

 

(
2
)
-2
 
組

織
強

化
の

た
め

の
活

動
（

規
約

の
策

定
、

R
F
C（

納
税
者

番
号

）
取

得
ほ

か
）

 

(
3
)
-
1
 

女
性

庁
職

員
に

対
す

る
民

芸
品

の
改

善
手

法
に

係
る

研
修

の
実

施
 

(
3
)
-
2
 

女
性

庁
職

員
に

よ
る

民
芸

品
販

売
店

で
の

市
場

調
査

と
民

芸
品

製
造

へ
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
 

(
3
)
-
3
 

民
芸

品
製

造
指

導
者

に
対

す
る

民
芸

品
の

改
善

に
係

る
研

修
の

実
施

 

(
3
)
-4

民
芸

品
製

造
者

に
対

す
る

民
芸

品
の

改
善

に

係
る

研
修

の
実

施
 

(
3
)
-
5
 

民
芸

品
製

造
者

に
よ

る
自

主
的

な
民

芸
品

の
改

善
活

動
の

実
施

 

(
4
)
-
1
 

女
性

庁
職

員
に

対
す

る
デ

ザ
イ

ン
の

改
善

及
び

新
製

品
の

開
発

手
法

に
係

る
研

修
の

実
施

 

(
4
)
-
2
 

女
性

庁
職

員
に

よ
る

民
芸

品
販

売
店

で
の

市
場

調
査

と
民

芸
品

製
造

へ
の

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
 

(
4
)
-
3
 

女
性

庁
に

お
け

る
デ

ザ
イ

ン
登

録
制

度
の

導
入

 

(
4
)
-
4
 

民
芸

品
製

造
指

導
者

に
対

す
る

デ
ザ

イ
ン

の
改

善
及

び
新

製
品

の
開

発
に

係
る

研
修

の
実

施
 

(
4
)
-
5
 

民
芸

品
製

造
者

に
対

す
る

デ
ザ

イ
ン

の
改

善
及

び
新

製
品

の
開

発
に

係
る

研
修

の
実

施
 

 

<
メ

キ
シ

コ
側

>
 

1
．

C/
P
人

員
配

置
 


 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

デ
ィ

レ
ク

タ
ー

 


 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・

マ
ネ

ジ
ャ

ー
 


 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

連
I
QM

職
員

 


 
支

援
要

員
配

置
 


 
秘

書
 


 
運

転
手

 


 
そ

の
他

支
援

要
員

 

2
．

 
建

物
ほ

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な

資
機
材

 

3
．

 
オ

フ
ィ

ス
ス

ペ
ー

ス
ほ

か
日

本
人

専
門

家
・

会
合

に
必

要
な

資
機

材
 

4
．

 
電

気
、

ガ
ス

、
水

道
、

電
話

、
イ

ン
タ

ー

ネ
ッ

ト
ア

ク
セ

ス
、

家
具

な
ど

の
資

機
材

サ

ー
ビ
ス

 
 

5
．

 
そ

の
他

双
方

合
意

の
下

、
必

要
と

判
断

さ

れ
る
資
機

材
 

6
．

 
日

本
側

資
機

材
供

与
に

関
す

る
付

加
価

値

税
支

払
い

 

<
日

本
側

>
 

1
．

専
門

家
派

遣
 

(
1
)
 短

期
専

門
家

 


 
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

 


 
そ

の
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
必

要
な

専
門
家

 

2
．

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営
コ
ス
ト

 

3
．

資
機

材
供

与
 

4
．

そ
の

他
 

女
性
庁
が
消
滅
し
な
い
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(
4
)
-6
 
マ

ヤ
文

化
・
マ

ヤ
の

文
様

の
勉

強
会

の
実

施

と
製

品
へ

の
応

用
 

(
4
)
-
7
 

民
芸

品
製

造
者

に
よ

る
自

主
的

な
民

芸
品

の
デ

ザ
イ

ン
改

善
及

び
新

製
品

開
発

の
実

施
 

(
5
)
-1
 

民
芸

品
協

力
店

の
開

拓
 

(
5
)
-
2
 

民
芸

品
協

力
店

に
お

け
る

民
芸

品
の

販
売

方
法

の
改

善
 

(
5
)
-3
 

女
性

庁
に

よ
る

広
報

活
動

の
実

施
 

(
6
)
-1
 

女
性

庁
職

員
、
民
芸
品

協
力
店

、
民
芸

品
製

造
者

に
対

す
る

知
的

財
産

権
に

係
る

研
修

の
実

施
 

(
6
)
-2
 
純

正
品

保
証

ラ
ベ

ル
ほ

か
デ

ザ
イ

ン
・
製
品

保
護

策
の

導
入

 

(
7
)
-
1
 

民
芸

品
協

力
店

関
係

者
に

よ
る

マ
ヤ

族
居

住
地

域
の

民
芸

品
製

造
現

場
へ

の
訪

問
の

実
施

 

(
7
)
-2
 
民

芸
品

製
造

者
に

よ
る

市
場

理
解

の
た

め
、

民
芸

品
協

力
店

へ
の

訪
問

の
実

施
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プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
名

：
キ

ン
タ

ナ
・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
女

性
支

援
計

画
 

対
象

地
域

：
キ

ン
タ

ナ
・
ロ

ー
州

全
域

 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
：
女

性
庁
・

生
産

強
化

部
と

支
所

 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
要

約
 

指
 

 
標

 
入

手
手

段
 

外
部

条
件

 

上
位

目
標

 

民
芸

品
改

善
・
開

発
支

援
モ

デ
ル

（以
下

、
「
支

援
モ

デ
ル

」
と

略
記

）
を

活
用

し
て

支
援

を
受

け
た

女
性

グ
ル

ー
プ

の
収

入
が

向
上

す
る

。
 

 

 ・
支

援
に

よ
っ

て
得

ら
れ

た
女

性
の

収
入

が
増

加
す

る
。

 
・

支
援

モ
デ

ル
を

活
用

し
て

改
善

・
開

発
さ

れ
た

民
芸

品
の

種
類

が
増

加
す

る
。

 

・
支

援
モ

デ
ル

が
適

用
さ

れ
た

女
性

グ
ル

ー
プ

の
数

が
増

加
す

る
。

 
・

高
級

ブ
テ

ィ
ッ

ク
・
民

芸
品

店
に

納
品

さ
れ

た
民

芸
品

の
数

が
増

加
す

る
。

 
 

 ・
支

援
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
記

録
（
情

報
シ

ス
テ

ム
の

デ
ー

タ
）
 

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

 
女

性
庁

・
生

産
強

化
部

に
よ

る
女

性
グ

ル
ー

プ
へ

の
支

援
モ

デ
ル

が
確

立
さ

れ
る

。
 

 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
に

、
女

性
庁

が
支

援
す

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
グ

ル
ー

プ
へ

の
民

芸
品

生
産

支
援

が
、

支
援

モ
デ

ル
に

沿
っ

て
実

施
さ

れ
て

い
る

。
 

 ・
対

象
グ

ル
ー

プ
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
る

確
認

 
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

業
務

進
捗

報
告

書
 

・
支

援
モ

デ
ル

（
民

芸
品

生
産

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
、

生
産

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

で
構

成
）
の

理
事

会
付

議
状

況
 

 
・

地
域

に
決

定
的

な
ダ

メ
ー

ジ
を

引
き

起
こ

す
災

害
（
洪

水
、

旱
魃

、
ハ

リ
ケ

ー
ン

な
ど

）
が

起
こ

ら
な

い
 

成
 

果
 

 
 

 
1
．

 
調

査
機

能
の

強
化

：
現

状
の

把
握

や
活

動
を

実
施

す
る

た
め

に
必

要
な

情

報
が

収
集

・
整

理
さ

れ
る

。
 

1
-1

．
 

キ
ン

タ
ナ

・
ロ

ー
州

の
民

芸
品

市
場

の
現

状
調

査
が

実
施

さ
れ

情
報

が

報
告

書
に

ま
と

め
ら

れ
、

更
新

さ
れ

て
い

る
。

 
1
-2

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

の
村

落
の

現
状

調
査

が
実

施
さ

れ
情

報
が

報
告

書
に

ま
と

め
ら

れ
、

更
新

さ
れ

て
い

る
。

 

1
-3

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

で
実

施
さ

れ
た

調
査

情
報

が
、

支
援

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

形
成

時
に

何
ら

か
の

形
で

活
用

さ
れ

て
い

る
。

 
 

・
民

芸
品

市
場

調
査

報
告

書
 

 ・
対

象
地

域
（3

つ
の

市
）
の

農
村

簡
易

調
査

報
告

書
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

形
成

者
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

プ
ロ

ポ

ー
ザ

ル
の

レ
ビ

ュ
ー

 

・
地

域
に

決
定

的
な

ダ
メ

ー
ジ

を
引

き

起
こ

す
災

害
（
洪

水
、

旱
魃

、
ハ

リ
ケ

ー
ン

な
ど

）
が

起
こ

ら
な

い
 

 

2
．

 
運

営
管

理
機

能
の

強
化

：
女

性
庁

生
産

強
化

部
が

運
営

管
理

手
法

を
習

得
し

適
用

す
る

（
支

部
の

生
産

強
化

部
所

掌
の

業
務

を
含

む
）
。

 
2
-1

．
 

女
性

グ
ル

ー
プ

の
生

産
支

援
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
ド

ラ
フ

ト
）
が

作
成

さ
れ

て
い

る
。

 
2
-2

．
 

作
成

さ
れ

た
生

産
支

援
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
検

証
が

行
わ

れ
て

い
る

。

 

・
生

産
支

援
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

 
 ・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

業
務

進
捗

報
告

書
 

 

3
．

 
調

整
･連

携
機

能
の

強
化

：
女

性
庁

生
産

強
化

部
と

関
係

組
織

と
の

調
整

及
び

連
携

が
構

築
さ

れ
る

。
 

3
-1

．
 

支
援

ス
キ

ー
ム

活
用

ガ
イ

ド
（パ

ン
フ

な
ど

）案
が

作
成

さ
れ

て
い

る
。

 
3
-2

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

時
に

、
民

芸
品

を
作

製
す

る
女

性
グ

ル
ー

プ
が

受

け
ら

れ
る

支
援

ス
キ

ー
ム

を
も

つ
関

係
機

関
と

会
議

が
開

催
さ

れ
て

い
る

。
 

3
-3

．
民

芸
品

製
作

者
と

協
力

者
/
民

芸
品

販
売

店
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

の
機

会

（
品

評
会

や
商

品
紹

介
ベ

ン
ト

な
ど

）
が

年
に

2
回

以
上

実
施

さ
れ

る
。

 

・
作

成
さ

れ
た

活
用

ガ
イ

ド
（
案

）
 

・
会

議
の

議
事

録
 

  ・
業

務
進

捗
報

告
書

（
マ

ッ
チ

ン
グ

に
関

す
る

箇
所

）

 

4
．

 
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
構

築
：
女

性
庁

生
産

強
化

部
と

関
係

支
所

に
よ

る
対

象

女
性

グ
ル

ー
プ

へ
の

実
証

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
通

し
て

、
民

芸
品

生
産

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

作
成

さ
れ

る
。

 

4
-1

．
 

改
善

・
開

発
さ

れ
た

民
芸

品
の

種
類

が
増

加
す

る
。

 

4
-2

．
 

改
善

・
開

発
さ

れ
た

民
芸

品
の

品
質

の
評

価
が

向
上

す
る

。
 

4
-3

．
 

改
善

・
開

発
さ

れ
た

民
芸

品
の

販
売

が
増

え
る

。
 

4
-4

．
 

民
芸

品
生

産
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

が
適

用
さ

れ
る

女
性

グ
ル

ー
プ

の
能

力
が

向
上

す
る

（意
識

、
知

識
面

等
）
。

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
進

捗
報

告
書

 

・
品

評
会

の
結

果
 

・
販

売
記

録
 

・
対

象
グ

ル
ー

プ
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
 

 

5
．

 
情

報
管

理
能

力
の

強
化

：
支

援
業

務
に

関
す

る
情

報
の

適
切

な
管

理
と

活
用

が
行

わ
れ

る
。

 

 

5
-1

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

情
報

管
理

の
仕

組
み

が
で

き
て

い
る

。
 

5
-2

．
 

C
/
P

職
員

が
情

報
シ

ス
テ

ム
で

有
益

な
情

報
を

更
新

し
て

い
る

。
 

5
-3

．
 

C
/
P

職
員

の
70

％
が

、
更

新
・
蓄

積
さ

れ
た

情
報

を
そ

れ
ぞ

れ
の

活
動

に
活

用
し

て
い

る
。

 
 

・
情

報
の

種
類

別
に

整
理

で
き

る
仕

組
み

 
・

情
報

シ
ス

テ
ム

の
更

新
記

録
 

 ・
情

報
の

活
用

度
（
C

/P
職

員
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
、

ア
ン

ケ
ー

ト
）
 

 

 

P
D

M
1
 

作
成

：
2
00

8
年

9
月

 

協
力

期
間

：
2
00

7
年

3
月

～
20

10
年

3
月

 

 

 ② PDM1 
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 活

 
動

 
投
 

入
 

 
1
-1

．
 

女
性

や
女

性
グ

ル
ー

プ
が

受
け

ら
れ

る
支

援
ス

キ
ー

ム
の

情
報

を
整

理

し
、

取
り

ま
と

め
る

。
 

1
-2

．
 

市
場

調
査

を
実

施
し

て
、

市
場

の
現

状
や

ニ
ー

ズ
を

把
握

す
る

。
 

1
-3

．
 

民
芸

品
店

か
ら

民
芸

品
市

場
の

情
報

を
入

手
し

、
既

存
の

情
報

を
更

新
す

る
。

 
1
-4

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

の
現

状
や

女
性

グ
ル

ー
プ

の
ニ

ー
ズ

調
査

を
実

施
す

る
。

 

1
-5

．
 

追
加

調
査

を
実

施
し

、
情

報
を

更
新

す
る

。
 

1
-6

．
 

民
芸

品
の

生
産

に
必

要
な

材
料

の
情

報
を

収
集

・整
理

す
る

。
 

2
-1

. 
生

産
支

援
に

係
る

生
産

強
化

部
（
対

象
3

支
部

を
含

む
）の

機
能

と
責

任
範

囲
を

明
確

に
す

る
。

 
2
-2

. 
現

状
に

適
し

た
生

産
支

援
に

係
る

生
産

強
化

部
内

戦
略

を
策

定
す

る
。

 
2
-3

. 
生

産
支

援
に

係
る

生
産

強
化

部
と

支
所

の
活

動
及

び
予

算
計

画
を

策
定

す

る
。

 
2
-4

. 
生

産
支

援
に

係
る

計
画

の
立

案
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
評

価
の

手
法

を
習

得
す

る
。

 

2
-5

. 
生

産
支

援
に

係
る

計
画

の
実

施
管

理
(モ

ニ
タ

リ
ン

グ
)を

行
う

。
 

2
-6

. 
活

動
の

結
果

を
取

り
ま

と
め

、
生

産
支

援
に

係
る

業
務

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

。
 

3
-1

．
 

支
援

ス
キ

ー
ム

を
も

つ
組

織
と

の
会

議
の

開
催

な
ど

を
通

し
て

情
報

を
共

有
す

る
。

 
3
-2

．
 

民
芸

品
製

作
者

と
協

力
者

/
民

芸
品

販
売

店
と

の
マ

ッ
チ

ン
グ

な
ど

の
イ

ベ

ン
ト

を
実

施
す

る
。

 

 メ
キ

シ
コ

側
 

 1
．

 
C

/
P

人
員

配
置

 
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
デ

ィ
レ

ク
タ

ー
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー

ジ
ャ

ー
 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
関

連
IQ

M
職

員
 

・
管

理
ス

タ
ッ

フ
（
秘

書
、

運
転

手
、

そ
の

他
の

支
援

ス
 

タ
ッ

フ
）
 

 2
．

 
建

物
ほ

か
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

必
要

な
資

機
材

 

3
．

 
オ

フ
ィ

ス
ス

ペ
ー

ス
ほ

か
日

本
人

専
門

家
・会

合
に

必
 

要
な

資
機

材
 

4
．

 
電

気
、

ガ
ス

、
水

道
 

5
．

 
そ

の
他

双
方

合
意

の
下

、
必

要
と

判
断

さ
れ

る
資

機
材

 

6
．

 
日

本
側

か
ら

の
供

与
機

材
に

係
る

付
加

価
値

税
 

7
．

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

関
す

る
ロ

ー
カ

ル
コ

ス
ト

の
一

部
負

 

担
 

 日
本

側
 

 1
．

 
専

門
家

派
遣

 

・
チ

ー
フ

ア
ド

バ
イ

ザ
ー

 

・
そ

の
他

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

に
必

要
な

短
期

専
門

家
 

 2
．

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

関
す

る
運

営
コ

ス
ト

の
一

部
負

担
 

3
．

 
資

機
材

供
与

 

4
．

 
業

務
に

必
要

な
そ

の
他

の
資

機
材

 

・
地

域
に

決
定

的
な

ダ
メ

ー
ジ

を
引

き

起
こ

す
災

害
（
洪

水
、

旱
魃

、
ハ

リ
ケ

ー
ン

な
ど

）
が

起
こ

ら
な

い
 

・
女

性
対

象
の

支
援

ス
キ

ー
ム

の
規

模
や

数
が

現
状

以
下

に
な

ら
な

い
。

 
 

4
-1

．
 

対
象

地
域

に
お

い
て

、
支

援
対

象
と

な
る

女
性

グ
ル

ー
プ

を
発

掘
し

選
定

す

る
。

 
4
-2

．
 

他
の

組
織

が
も

つ
女

性
や

女
性

グ
ル

ー
プ

の
活

動
を

支
援

す
る

ス
キ

ー
ム

の
活

用
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

作
成

す
る

。
（1

-1
の

情
報

を
利

用
し

て
）
 

4
-3

．
 

講
師

の
所

在
を

確
認

し
、

支
援

の
実

施
に

活
用

す
る

。
 

4
-4

．
 

既
存

の
民

芸
品

と
そ

の
作

製
技

術
を

評
価

し
、

民
芸

品
の

改
善

と
新

製
品

の
開

発
を

行
う

(デ
ザ

イ
ン

改
善

、
生

産
プ

ロ
セ

ス
改

善
を

含
む

)。
 

4
-5

．
 

民
芸

品
の

生
産

管
理

の
指

導
を

行
い

、
生

産
さ

れ
た

商
品

の
販

売
促

進
を

支
援

す
る

（
イ

ベ
ン

ト
や

ウ
ェ

ブ
ペ

ー
ジ

の
開

設
を

含
む

）
。

 
4
-6

．
 

民
芸

品
を

製
作

す
る

対
象

女
性

グ
ル

ー
プ

に
対

し
て

、
組

織
の

形
成

と
機

能
強

化
の

指
導

を
行

う
。

 
4
-7

．
 

活
動

の
結

果
を

取
り

ま
と

め
、

民
芸

品
生

産
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
作

成
す

る
。

 

5
-1

．
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

上
、

必
要

な
情

報
を

整
理

し
、

情
報

管
理

の
仕

組
み

を
つ

く
る

。
 

5
-2

．
 

情
報

共
有

の
取

り
組

み
を

理
解

し
、

活
動

と
そ

の
結

果
な

ど
の

情
報

を
情

報

管
理

の
仕

組
み

に
基

づ
い

て
更

新
す

る
。

 
5
-3

．
 

更
新

・蓄
積

さ
れ

た
情

報
（
フ

ィ
ー

ル
ド

レ
ポ

ー
ト

、
各

種
調

査
情

報
、

各
種

フ
ォ

ー
ム

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

な
ど

）
を

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
の

実
施

に
活

用
す

る
。

 
前

提
条

件
 

 ・
女

性
庁

が
な

く
な

ら
な

い
。

 
・

政
府

の
女

性
支

援
政

策
が

継
続

し

て
施

行
さ

れ
る

。
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 メ

キ
シ

コ
合

衆
国

キ
ン

タ
ナ

・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
女

性
支

援
計

画
中

間
評

価
グ

リ
ッ

ド
（

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実
績
）
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
＊

J：
日
本
人
専
門
家
、
C
/P

Q：
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
へ
の
質
問
状

 

評
価
項

目
 

大
項

目
 

小
項

目
 

評
価
設
問

 
必

要
な
デ
ー

タ
・
情

報
源

 
デ

ー
タ
収
集

方
法

 

活
動

の
実

績
 

活
動

は
計

画
ど
お
り
に
実
施
さ
れ
て
い
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

 

[
日

本
側

の
投

入
]
 

・
専

門
家
の

数
、
派
遣
分
野
、
派
遣
時
期

 

・
C/
P
研
修

の
内
容
、
数

 

・
供

与
資
機

材
の
内
容
、
数

 

・
現

地
コ
ス

ト
の
投
入
額

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J）

へ
の
質
問

 

投
入

の
実

績
 

[
メ

キ
シ
コ

側
の
投
入
]
 

・
C/
P
の

数
、
専
門
分
野
、
配
属
期
間

 

・
提

供
さ

れ
た
土
地
、
建
物
、
施
設
の
内
容

 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
経
費
の
投
入
額
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問
 

 

実
績

 

成
果

の
達

成
度

 
成

果
は

ど
れ

く
ら
い
達
成
さ
れ
て
い
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

 

活
動

の
進

捗
状

況
 

①
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
進
捗
状
況
は
良
好
か

 

②
 

活
動

実
施
に
影
響
を
与
え
た
問
題
は
あ
る
か
、
そ
の
解
決
手
段
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

 

技
術

移
転

の
方

法
 

専
門

家
と

C
/P

と
の
関
係

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
、
関

係
者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ー

ジ

メ
ン

ト
体

制
 

①
 

マ
ネ

ー
ジ
メ
ン
ト
の
体
制
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か

 

②
 

モ
ニ

タ
リ
ン
グ
の
体
制
と
実
施
方
法
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か

 

③
 

P
DM

は
ど
の
よ
う
に
活
用
さ
れ
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
の
提
出

度
 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

 

C
/P

の
認

識
度

 
①

 
メ
キ

シ
コ
側
は
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
も
っ
て
い
る
か

 

②
 

メ
キ

シ
コ
側
の
意
識
は
変
化
し
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
績
、
関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q、
J
CC
）
へ
の
質
問

 

実
施
プ

ロ
セ

ス
の

検
証

 

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

の
参

加

度
・

関
心

度
 

①
 

タ
ー

ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
（
民
芸
品
生
産
者
）
は
活
動
へ
の
参
加
度
合
い
や
認
識
は
高
い

か

②
 

そ
の

他
関
連
機
関
〔
合
同
調
整
委
員
会
（

JC
C）

〕
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
ど
の
よ
う
に

関

与
し

て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績
、
関

係
者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
J、

C
/P

Q）
へ
の
質
問

、
女
性
グ

ル
ー
プ
・
関
連
機
関
へ
の
質
問

 

 

４．評価グリッド 
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 メ

キ
シ

コ
合

衆
国

キ
ン

タ
ナ

・
ロ

ー
州

マ
ヤ

族
居

住
地

域
女

性
支

援
計

画
中

間
評

価
グ

リ
ッ

ド
（

評
価

5
項

目
）

 

 

評
価

項
目

 

大
項

目
 

小
項

目
 

評
 
価
 
設

 
問

 
必

要
な
デ
ー

タ
・
情

報
源

 
デ

ー
タ
収
集

方
法

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る

必
要

性
 

①
 

対
象

地
域

・
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
合
致
し
て
い
る
か

 

②
 

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ
ル
ー
プ
の
ニ
ー
ズ
と
合
致
し
て
い
る
か

 

事
前
評
価
結
果

、社
会
経
済
調

査
資
料
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報

告
、
関
係
者
の
認
識

 

事
前
評
価
報
告
書
、
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調

査
、
市
場
調
査
報
告
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

報
告
書
、
関
係
者
（

J、
C
/P

Q）
へ
の

質
問

 

優
先

度
 

①
 

相
手

国
開
発
政
策
と
の
整
合
性
は
あ
る
か

 

②
 

日
本

の
援
助
政
策
と
の
整
合
性
は
あ
る
か

 

事
前
評
価
結
果

、プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
報
告
、
政
策
資
料
、

JI
CA

資
料

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者

（
C/

PQ
）
へ
の
質
問

、
政
府
・
女
性
庁

出
版
物
等
、

JI
CA

国
別
援
助
計
画
、

J
I
CA

担
当
者
へ
の
質
問

 

手
法

と
し

て
の

適
切

性
 

①
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
デ
ザ
イ
ン
や
活
動
計
画
は
、
対
象
地
域
の
貧
困
対
策
と
女
性
支
援
の

手
法

と
し
て
適
切
か

 

②
 

対
象

地
域
の
選
択
は
適
切
か

 

③
 

タ
ー

ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
の
選
定
は
適
正
か

 

④
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
効
果
は
公
平
に
分
配
さ
れ
て
い
る
か

 

⑤
 

日
本

が
協
力
す
る
比
較
優
位
は
あ
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
女
性
グ
ル
ー
プ
へ

の
質
問

 

妥
当

性
 

 

そ
の

他
 

事
前

評
価

以
降

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
と
り
ま
く
環
境
の
変
化
が
あ
る
か

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告

、関
係
者

の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成

予
測

 

①
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標
が
達
成
さ
れ
る
見
込
み
は
あ
る
か

 

②
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標
達
成
を
阻
害
す
る
要
因
は
あ
る
か
、
ど
の
よ
う
な
対
処
が
な
さ
れ

た
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
績

、関
係
者

の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
市
場
調
査
結

果
、
女
性
庁
活
動
記
録

、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
女
性
グ
ル
ー
プ
へ

の
質
問

 
有

効
性

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

と
プ

ロ
ジ

ェ

ク
ト

目
標

と
の

因
果

関
係

 

①
 

適
切

な
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
が
設
定
さ
れ
て
い
る
か

 

②
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト
間
の
相
乗
効
果
が
考
え
ら
れ
て
い
る
か

 

③
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
至
る
ま
で
の
外
部
条
件
の
設
定
は
正
し

い
か

。
充

足
さ
れ
る
可
能
性
は
高
い
か

 

④
 

そ
の

ほ
か

に
外
部
条
件
が
存
在
す
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告

、関
係
者

の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

ア
ウ

ト
プ
ッ

ト
の

産
出

予
測

 
①

 
ア

ウ
ト

プ
ッ
ト
の
達
成
度
は
適
切
か

 

②
 

達
成

を
阻
害
す
る
要
因
は
何
か
、
ど
の
よ
う
な
対
処
方
法
が
と
ら
れ
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

   

効
率

性
 

投
入

及
び

活
動

と
ア

ウ
ト

プ

ッ
ト

の
因

果
関

係
 

①
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
活
動
は
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
を
産
出
す
る
た
め
に
十
分
で
あ
っ
た
か

 

②
 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト
を
産
出
す
る
た
め
に
適
切
な
投
入
が
な
さ
れ
て
い
る
か

 

③
 

他
に

よ
り

費
用
対
効
果
の
高
い
や
り
方
が
考
え
ら
れ
る
か

 

④
 

外
部

条
件

が
充
足
さ
れ
る
可
能
性
は
高
い
か

 

⑤
 

そ
の

ほ
か

に
外
部
条
件
は
存
在
す
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、州
開

発
計
画
、
関
係
者
の
認
識

、
類

似
案
件
と
の
比
較

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
類
似
案
件
報
告
書
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評
価

項
目

 

大
項

目
 

小
項

目
 

評
 
価
 
設

 
問

 
必

要
な
デ
ー

タ
・
情

報
源

 
デ

ー
タ
収
集

方
法

 

投
入

の
タ

イ
ミ

ン
グ
・
量
・
質

の
適

切
性

 

①
 

専
門

家
の
人
数
、
タ
イ
ミ
ン
グ
、
分
野
は
適
正
か

 

②
 

供
与

機
材
の
種
類
、
機
種
、
数
、
タ
イ
ミ
ン
グ
は
適
正
か

 

③
 

研
修

員
の
受
入
れ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
、
人
数
、
研
修
内
容
は
適
正
と
い
え
る
か

 

④
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
運
営
費
の
量
、
タ
イ
ミ
ン
グ
は
適
正
と
い
え
る
か

 

⑤
 

活
用

さ
れ
て
い
な
い
投
入
は
あ
る
か

 

⑥
 

配
置

さ
れ
た

C
/P

の
人
数
、
タ
イ
ミ
ン
グ
、
分
野
は
適
正
か

 

⑦
 

供
与

さ
れ
た
施
設
設
備
の
規
模
、
タ
イ
ミ
ン
グ
、
質
は
適
正
と
い
え
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

因
果

関
係

 

①
 

上
位

目
標

と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
は
乖
離
し
て
い
な
い
か

 

②
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標
か
ら
上
位
目
標
に
至
る
ま
で
の
外
部
条
件
の
設
定
は
適
切
か
、
外

部
条

件
が

満
た
さ
れ
る
可
能
性
は
高
い
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
報
告

、関
係

者
の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

[
想

定
外

の
プ

ラ
ス
の
要
因
の
有
無
]
 

①
 

他
の

機
関
へ
の
波
及
効
果
の
事
例
は
あ
る
か

 

②
 

政
策
・
法

律
・
制
度
へ
の
影
響
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
人
権
へ
の
影
響
、
貧
富
の
差
な
ど
社

会
・

文
化
的
側
面
へ
の
影
響
、
技
術
面
で
の
変
革
は
み
ら
れ
る
か

 

③
 

対
象

社
会
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
関
係
者
・
受
益
者
な
ど
へ
の
経
済
的
影
響
は
あ
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ

の
質

問
、
女

性
グ

ル
ー

プ
・

関
連
機
関
へ
の
質
問

 
イ

ン
パ

ク

ト
 

波
及

効
果

 
[
想

定
外

の
マ
イ

ナ
ス
の
要
因
の
有
無

]
 

①
 

他
の

機
関

へ
の
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
は
み
ら
れ
る
か

 

②
 

政
策
・
法
律
・
制
度
へ
の
影
響
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
人
権
へ
の
影
響
、
貧
富
の
差
な
ど
社

会
・

文
化

的
側
面
へ
の
影
響
、
技
術
面
で
の
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
は
み
ら
れ
る
か

 

③
 

対
象

社
会

・
関
係
者
・
受
益
者
な
ど
へ
の
マ
イ
ナ
ス
の
経
済
的
影
響
は
あ
る
か

 

④
 

負
の

影
響

が
生
じ
て
い
る
場
合
、
何
か
対
策
が
と
ら
れ
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
報
告

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
関
連
機
関
へ
の
質

問
 

政
策

・
制

度
面

 
①

 
関

連
規
制

、
法
制
度
は
整
備
さ
れ
て
い
る
か
、
さ
れ
る
予
定
か

 

②
 

制
度

的
支

援
は
協
力
終
了
後
も
継
続
す
る
か

 

組
織

面
 

①
 

女
性

庁
生
産
強
化
部
の
事
業
実
施
能
力
や
調
整
能
力
は
向
上
し
て
い
る
か

 

②
 

対
象

女
性
グ
ル
ー
プ
の
活
動
実
施
能
力
や
調
整
能
力
は
向
上
し
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
報
告

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
女
性
グ
ル
ー
プ
へ

の
質
問

 

財
政

面
 

終
了

後
の

女
性
グ

ル
ー
プ
へ
の
支
援
モ
デ
ル
の
実
施
に
対
す
る
女
性
庁
の
支
援
は
、
財
政
的

に
可

能
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
報
告

、関
係

者
の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問

 

技
術

面
 

①
 

C
/P

は
定
着

し
て
い
る
か

 

②
 

移
転

し
た
技
術
は
活
用
さ
れ
て
い
る
か
（
定
着
し
て
い
る
か
）

 

③
 

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
で
実
施
支
援
し
た
各
種
活
動
は
持
続
可
能
か

 

④
 

施
設

・
機
材
は
維
持
管
理
さ
れ
て
い
る
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
女
性
グ
ル
ー
プ
へ

の
質
問

 

社
会

・
文

化
・

環
境

面
 

①
 

女
性

、
貧
困

層
、
社
会
的
弱
者
へ
の
配
慮
不
足
に
よ
り
持
続
的
効
果
を
妨
げ
る
可
能
性

は
な

い
か

 

②
 

環
境

へ
の
配
慮
不
足
に
よ
り
持
続
的
効
果
を
妨
げ
る
可
能
性
は
な
い
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
、
女
性
グ
ル
ー
プ
へ

の
質
問

 

自
立
発

展

性
 

促
進

・
阻

害
要

因
 

①
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
で
得
ら
れ
た
効
果
が
引
き
続
き
発
現
し
て
い
く
た
め
に
必
要
な
要
因

（
促

進
要

因
）
は
何
か

 

②
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
で
得
ら
れ
た
効
果
が
引
き
続
き
発
現
し
て
い
く
際
に
阻
害
要
因
と
な

る
も

の
は

何
か

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
績

、関
係

者
の
認
識

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
報
告
書
、
関
係
者
（

J、

C
/
PQ
）
へ
の
質
問
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プロジェクト投入実績 
1. 専門家派遣実績（2008 年 9 月 1 日現在） 

専門家氏名 指導科目 派遣期間 所 属 

和田 泰志 総括/組織強化 1

1 年次： 
・07 年 3 月 12 日～19 日 

2 年次： 
・07 年 7 月 2 日～8 月 1 日 
・07 年 10 月 4 日～11 月 3 日 
・08 年 2 月 15 日～3 月 15 日 

3 年次： 
・08 年 5 月 12 日～6 月 14 日 
・08 年 8 月 4 日～現在 

アイ・シー・ネット㈱ 

朝倉 麻耶 組織強化 2 

2 年次： 
・07 年 6 月 15 日～12 月 26 日 
・08 年 1 月 16 日～3 月 15 日 

3 年次： 
・08 年 5 月 18 日～7 月 31 日 

アイ・シー・ネット㈱ 

キャンディス・クルーメル 民芸品開発･改

善 1 

1 年次： 
・07 年 3 月 12 日～18 日 

2 年次： 
・07 年 7 月 2 日～10 月 14 日 
・07 年 11 月 23 日～12 月 22 日 
・08 年 2 月 1 日～3 月 16 日 

3 年次： 
・08 年 5 月 15 日～7 月 13 日 

アイ・シー・ネット㈱ 

伊藤 拓次郎 民芸品開発･改

善 2 

2 年次： 
・07 年 11 月 27 日～12 月 22 日 
・08 年 2 月 11 日～3 月 15 日 

3 年次： 
・08 年 5 月 26 日～6 月 28 日 

アイ・シー・ネット㈱ 

神谷 マルコ 市場調査 

2 年次： 
・07 年 6 月 25 日～8 月 28 日 
・07 年 10 月 14 日～11 月 27 日 
・08 年 2 月 3 日～3 月 18 日 

アイ・シー・ネット㈱ 

渡辺 知子 調査手法/女性

組織 

2 年次： 
・07 年 6 月 6 日～7 月 5 日 
・07 年 8 月 8 日～10 月 6 日 
・07 年 11 月 11 日～12 月 10 日 
・08 年 3 月 1 日～15 日 

3 年次： 
・08 年 6 月 23 日～8 月 6 日 

アイ・シー・ネット㈱ 

戸田 めぐみ 市場調査/市場

開拓 

3 年次： 
・08 年 5 月 17 日～6 月 30 日 
（・7 月 1 日～8 月 31 日） 
・08 年 9 月 1 日～現在 

アイ・シー・ネット㈱ 

戸田 めぐみ 業務調整 

2 年次： 
・07 年 6 月 19 日～8 月 15 日 
・07 年 10 月 23 日～12 月 24 日 
・08 年 1 月 2 日～3 月 8 日 

*うち 2 ヵ月分は JICA 負担による派

遣、残りはアイ・シー・ネット社負担。 

アイ・シー・ネット㈱ 

５．プロジェクト投入実績一覧 
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大垣 菜都子 業務調整 3 年次： 
・08 年 9 月 1 日～現在 

アイ・シー・ネット㈱ 

 

2. カウンターパート研修実績 

研修員氏名 受入期間 協力分野名
研修内容及び 

受入機関 当時の役職 

現在の役
職及び離職
年月、離職

先 

Augusto Cesar  
Salgado Sangri 

07 年 8 月
11 日～15

日 
民芸品市場

民芸品市場研修（Market 
Readiness Program） 

Aid to Artisans 
生産強化部長 同左 

Maria Hadad 
Castillo 同上 同上 同上 女性庁長官 

07 年 12 月
離職 

 

Maria Ady Pech 
Poot 

08 年 6 月 9
日～13 日 

木製民芸品
作製 

ルスティック家具・木工製
品作製 

Instituto Omega 

ラサロ・カルデナス市
ヌエボ・ドゥランゴ、グ

ループメンバー 
同左 

Mirley Vianely 
Gonzalez 

Valdez 
同上 同上 同上 

ラサロ・カルデナス市
ヌエボ・ドゥランゴ、グ

ループ代表 
同左 

 

3．日本側機材（その他機材）実績及び利用状況 

機材

番号 
設置時期 機材名 型式 台数

購入価格 
(単価) 

（メキシコペソ）

設置場所 
現在の

稼働の

有無 

非稼働の場合

いつからか及

びその理由

1 07 年 7 月 会議机 76x244 1 898.99 プロジェクト事務所 有  

2 07 年 6 月 事務椅子 Neumatica 3
1,025.67 

（341.89/脚）
プロジェクト事務所 有 

品質劣化によ

り 1 脚破損

3 07 年 7 月 事務机 
120mm x 75mm 

x 75mm 
1

2,257.20 
（2,257.20/台）

プロジェクト事務所 有  

5 07 年 7 月 キャビネット 
MP Steel 

4 Gebetas 
2

4,196.00 
(2,098.00/台)

プロジェクト事務所 有  

6 07 年 7 月 電話機 Inalambrica C/Id 2
1,198.00 

（599.00/台）
プロジェクト事務所 有  

7 07 年 7 月 コルクボード 90x120 2
1,000 

(500.00/枚) 
プロジェクト事務所 有  

8 07 年 7 月 模造紙用三脚 Triple Tri-M Plata 1 1,737.99 プロジェクト事務所 有  

9 07 年 7 月 プリンター Hp Laser 2605dn 2
9,268.05 

(4,634.025/台)
プロジェクト事務所 有  

10 07 年 8 月 デジタル録音機 Vanta Vox-70 3
7,196.97 

（2,398.99/台）
プロジェクト事務所 有  

11 07 年 8 月 コピー機 Xerox M118-b 2
77,000.00 

(38,500.00/台)
プロジェクト事務所 有  

12 07 年 10 月 プロジェクター 
Sony 

VPL-CX21 
1 15,299.09 プロジェクト事務所 有  

13 07 年 10 月 PC ソフト Office 2007 2
9,597.99 

（4,798.995/個）
プロジェクト事務所 有  

14 07 年 10 月 デスクトップ PC 
HP Pavilion 

M8050 
2

35,818.20 
（17,909.1/台）

プロジェクト事務所 有 
 
 

15 07 年 10 月 スクリーン 60x60 2
2,797.99 

（1398.995/台）
プロジェクト事務所 有  
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16 07 年 10 月 デジタルカメラ 
Canon 

Powershot S5IS
2

13,011.10 
（6,505.55/台）

プロジェクト事務所 有  

17 07 年 11 月 スキャナー 
Hp Scanner Jet 

G4050 
2

3,782.79 
（1,891.395/台）

プロジェクト事務所 有  

18 07 年 11 月 ビデオカメラ 
Sony Handy Cam

R62 
2

17,198.00 
（8,599.00/台）

プロジェクト事務所 有  

19 07 年 11 月 事務椅子 Neumatica 3
1,221.00 

（407.00/脚）
プロジェクト事務所 有  

20 07 年 11 月 ファックス HP 1050 2
3,057.05 

（1,528.525/台）
プロジェクト事務所 有  

21 07 年 11 月 無停電電源装置 
OMNI VS1000 8 

Cont 
4

10,762.84 
(2,690.71/台)

プロジェクト事務所 有  

22 07 年 11 月 PC ソフト Norton Antivirus 2
999.98 

（499.99/個）
プロジェクト事務所 有  

23 07 年 11 月 ホワイトボード 90x2.40 2
1835.06 

（917.53/台）
プロジェクト事務所 有  

24、

25 
07 年 10 月 PC ソフト 

Adobe Creative、

Microsoft 
Publisher 

各 2
47,078.70 

 
プロジェクト事務所 有  

26 07 年 12 月 カメラ 3 脚 Solidex tripie 1 237.21 プロジェクト事務所 有  

27～

74、

80～

88 

08 年 1 月 
～3 月 

民芸品品質・デザイン

改善に係る職業訓練

に必要な簡易機材（小

型機材複数） 

 319
38,755.80 

 
 

プロジェクト事務所

（一部女性グループ

へ貸し出し） 
有  

75～ 
79 

08 年 1 月 刺繍用ミシン 
SINGER Modelo 

20U N. 
U064205198 

5
45,001.00 

(9,000.20/台)

プロジェクト事務所

（一部女性グループ

へ貸し出し） 
有  

89 08 年 6 月 ミシン 
SINGER Serie N. 

W1494207 
1 10,500.00 

女性グループへ貸し

出し 
有  

90 08 年 5 月 ハードディスク 
320IDE WD de 

3.5 
2

3,094.02 
（1547.01/台）

プロジェクト事務所 有  

92 08 年 6 月 事務机 De escuadra 1 1,525.00 プロジェクト事務所 有  

93 08 年 7 月 キャビネット 4Gabetas 1 2,089.00 プロジェクト事務所 有  

 

4．現地で開催したセミナーの実績 

年度 
コース名 

（研修内容） 
開催日 期間 参加人数 対象者 備考等

2007 PCM 研修（計画立案） 
07 年 7 月 9 日

～11 日 
3 日間 14 人 

女性庁職員。本庁研修・生産強化部

職員 5 人、プロジェクト対象 3 市の支

所職員各 3 人。 
 

2007 RRA 手法研修 
07 年 6 月 11

日～13 日 
3 日間 21 人 

女性庁職員。本庁研修・生産強化

部、教育・保健部、計画・継続・評価

部職員計 12 人、プロジェクト対象 3
市の支所から職員 3 人ずつ計 9 人。

 

2007 市場調査手法概論 

1 回目：07 年 7
月 11 日 

2 回目：07 年

11 月 21 日 

2 日間

 
1 回目：14 人

2 回目：8 人

女性庁職員。1 回目：研修・生産強化

部職員 5 人、プロジェクト対象 3 市の

支所職員各 3 人。2 回目：研修・生産

強化部職員 8 人。 

 

2007 民芸品スタディツアー 
07 年 12 月 16

日～20 日 
5 日間 8 人 

女性グループ代表者、女性庁職員。

ラサロ・カルデナス市女性グループ代

表者 6 人、女性庁本庁研修・生産強

化部職員 1 人、ラサロ・カルデナス市

支所職員 1 人。 
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2008 

先進女性民芸品製造者グ

ループ視察（Fomento 
Cultural Banamex 支援グ

ループ） 

08 年 7 月 10
日 

1 日間 17 人 

女性グループメンバー、女性庁本庁、

支所職員。ラサロ・カルデナス市の 5
グループから 3 人ずつの（計 15 人）、

同市支所職員 1 人、本庁職員 1 人。

 

2008 

先進女性民芸品製造者グ

ループ視察（Fomento 
Cultural Banamex 支援グ

ループ） 

08 年 7 月 17
日 

1 日間 18 人 

女性グループメンバー、女性庁本庁、

支所職員。ホセ・マリア・モレロス市の

5 グループから 3 人ずつ（計 15 人）、

同市支所長、ボランティア勤務のスタ

ッフ 1 人、本庁職員 1 人。 

 

 

5．ローカルコスト負担実績 

(1) 日本側投入実績 
年度 項 目 金額（円） 備 考 

2007 一般業務費 11,022,000 傭人費、消耗品費、通信費、資料等作成費、現地

研修費など。2007 年度精算額。 
2007 機材購入費 3,752,000  

2008 一般業務費（7月末時点） 2,252,088 傭人費、消耗品費、通信費、資料等作成費、現地

研修費など。 
2008 機材購入費（7月末時点） 153,457  
 

(2) メキシコ側投入実績 

年 項 目 金額 
（メキシコペソ）

備 考 

2007 メキシコ側負担 82,976 

・供与機材付加価値税(38,455) 
・車両税(1,500) 
・保険代(11,340) 
・プロジェクト事務所整備費(21,000) 
・車両整備費(10,681) 

2008 メキシコ側負担 
(2008 年 8 月現在) 27,923 

・車両税(1,192) 
・保険代(13,113) 
・車両整備費(14,698) 

 

6．カウンターパート（C/P）配置実績一覧 

（氏名、協力期間中の役職、専門分野、研修期間、技術移転を行った専門家名等） 

C/P の氏名 
及び役職 

C/P の 
専門分野 

配置期間 
技術移転を行った

専門家氏名 
実施機関で

の勤務期間

備考等 
（職歴など） 

女性庁本庁 研修・生産強化部 

Augusto César  
Salgado Sangri 

生産強化部長 
07 年 3 月～

現在 
和田 泰志 
伊藤拓次郎 

勤務年数

11 年 

タバスコ州政府機材賃貸部

助手、タバスコ州馬再生産

センター担当、民間企業、

女性庁技術部長 

Daniela Ix Benitez コーディネーター 
07 年 3 月～

現在 
朝倉 麻耶 

勤務年数

2.5 年 
生産プロジェクトコンサルタ

ント、民間村落連合組織 
Evangelina Sosa 

Briceño 
研修部門/チーフ 

07 年 3 月～

現在 
朝倉 麻耶 

勤務年数

8 年 
ホテル、オトンペ・ブランコ市

支所勤務 

Yarime Martinez 
研修部門/アシスタ

ント 
07 年 3 月～

08 年 2 月
－ 

勤務年数

1 年 
IQM 計画・モニタリング・評

価部に異動 
Oscar Ruiz 
Hernández 

研修部門/アシスタ

ント 
07 年 6 月～

08 年 3 月

キャンディス・ク

ルーメル 
 離職 

Vanessa Rodriguez 
Morales 

生産強化部門/チー

フ 
08 年 7 月～

現在 
キャンディス・ク

ルーメル 
勤務年数

8 年 
CETMAR、CONALEP、

IQM 総務部署 
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Gabriela Campos 
Villaseñor 

研修部門/専門職 
08 年 7 月～

現在 
渡辺 知子 

勤務年数

5 年 

州財務局、個人店舗、IQM
本庁、オトン・ペ・ブランコ市

支所 
Lucely Guadalupe 
Rodriguez Gomez 

研修部門/専門職 08 年 8 月～  
勤務年数

7 年 
オトン・ぺ・ブランコ市役所

Grethel E. 
Cárdenas Palomo 

生産強化部門/専
門職 

07 年 3 月～

現在 
戸田 めぐみ 

勤務年数

2 年 

新聞社（La Cronica、

Quequi）、建設グループ

MEGADUR、ITCH 
Maricela del 

Carmen Caamal 
Huchín 

生産強化部門/専
門職 

07 年 3 月～

現在 
戸田 めぐみ 

勤務年数

1.7 年 

軍駐在地、CONALEP、

INEA、法律事務所、靴屋、

スーパー 
Debbie Osiris 

Delgado Villamonte 
情報分野/アシスタ

ント 
08 年 7 月～

現在 
－ 

勤務年数

4 年 
 

Asunción Roquelda 
Aragón Lorenzana 

研修・研修生産強

化部門/アシスタン

ト 

07 年 3 月～

現在 
－ 

勤務年数

10 年 
 

女性庁 ラサロ・カルデナス支所 

Yrene Pat Chim 前支所長 
07 年 3 月～

07 年 12 月
 

勤務年数

10 年 

2007 年まで支所長、一時

離職後、現在支所コーディ

ネータとして復職 
Trinidad Ancona 

Chi 
現支所長 

07 年 12 月～

現在 
 

07 年 12 月

～現在 
支所長就任前は SEDARI

ラサロ支所に勤務 

Pablo Cen Pool 生産強化担当 
07 年 3 月～

現在 
 

勤務年数

10 年 
民間企業スーパーバイザー

Maria Celestina 
Koyoc Pech 

研修担当 
07 年 3 月～

現在 
  

08 年初めまでは支所内の

教育・保健担当者だった。

女性庁 ホセ・マリア・モレロス支所 

Leidy Noemi Blanco 前支所長 
07 年 3 月～

11 月あるい

は 12 月 
 

～07 年 11
月あるいは

12 月 

2007 年まで支所長、一時離

職後、現在支所コーディネ

ーターとして復職 

Yesenia Ortiz 
Estrella 

現支所長 
08 年 5 月～

現在 
 

08年5月～

現在 
ホセ・マリア・モレロス市議

(2005～2007) 
Julio Cesar Carrillo 

Hernandez 
研修・生産強化担

当 
07 年 3 月～

現在 
 

勤務年数

4 年 
 

Lucy Maribel 
Blanco Angulo 

教育・保健担当 
07 年 3 月～

現在 
 

勤務年数

5 年 
 

Maria de Jesus 
Anguas Cauich 

アシスタント 
07 年 3 月～

現在 
   

Amira Sierra Cauich 用務員 
07 年 3 月～

現在 
   

女性庁 フェリペ・カリジョ・プエルト支所 

Maria Teresa Cruz 
Quintal 

前支所長 
07 年 3 月～

11 月あるい

は 12 月 
 

～07 年 11
月あるいは

12 月 
2007 年まで支所長 

Marbella Suarez 
Aguilar 

現支所長 
08 年 1 月～

現在 
 

08年1月～

現在 
 

Rosa Beatriz 
Concha Puga 

研修担当 
07 年 3 月～

現在 
 

勤務年数

10 年 
 

Jorge Armin Santos 
Rivas 

生産強化担当 
07 年 3 月～

現在 
 

勤務年数

1.7 年 
 

以上 
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活動進捗表（PDM0に対応） 

1-1 女性庁職員に対する調査手法（市場調査、迅速農

村調査法ほか）に係る研修の実施 
・2007 年7 月に市場調査手法の概要研修を実施。 

・2007 年 6 月に迅速農村調査法の研修を実施、2007 年度

中に 6 件の現地調査を実施して OJT で実施方法を技術

移転した。調査済みの 6 村の調査報告書を作成した。そ

の後、2007 年度中に C/P のみで 2 件の迅速農村調査を

実施。 

1-2 女性庁の組織強化に係る活動（他組織との連携、手

続きの簡素化ほか）の実施 
・2007 年7 月に PCM 手法の研修(計画立案)を実施。 

・2007 年10 月に合同調整委員会を形成・実施。 

・民芸品部をもつ州政府組織(経済開発局：SEDE)を訪問

し、関係を構築した。 

・先住民支援を担当している連邦政府組織(国家先住民族

開発委員会：CDI)のキンタナ・ロー担当者を訪問し、協力

関係を強化した。 

・2008 年 7 月に PCM 手法の研修(モニタリング評価)を実

施。女性庁生産強化部の組織機能と、支所の民芸品作

製支援の機能の整理を行い、マトリックスにまとめた。 

2-1 民芸品製造者の組織化 ・2007 年度の支援対象地域(ラサロ・カルデナス市)で 7 つ

の女性グループを、選択基準に沿って選定し、これらの

グループに対し、各種研修を実施。 

・2007 年11 月に、組織化に関するカリキュラムの内容を検

討し、女性グループ組織機能マトリックスに取りまとめ

た。 

・2008 年度の支援対象地域(ホセ・マリア・モレロス市)で 6

つの女性グループを、選択基準に沿って選定した。 

2-2 組織強化のための活動（規約の策定、納税者番号取

得ほか） 

・ラサロ・カルデナス市の選定されたグループに、組織化

の意味を理解することを目的としたワークショップを、各

グループ 1 回、計5 回実施。 

・ホセ・マリア・モレロス市の選定されたグループに、組織

化の意味を理解することを目的としたワークショップを、

各グループ 1 回、計5 回実施。 

3-1 女性庁職員に対する民芸品の改善手法に係る研修

の実施 
・女性庁にはインストラクターなどの技術指導を行う職員は

いないため、女性庁職員に対する民芸品改善を目的とし

た手法・技術研修は実施できない。 

3-2 女性庁職員による民芸品販売店での市場調査と民

芸品製造者へのフィードバック 
・2007 年10 月から 11 月にかけてキンタナ・ロー州の観光

地において市場調査を実施、報告書作成。翌年 2 月から

3 月に補足調査を実施、報告書の修正を行った。 

・民芸品市場調査の結果を支援対象女性グループにフィー

ドバックした。 

・2007 年 8 月、女性庁長官と生産強化部長をニューヨーク

で開催された国際民芸品フェアと民芸品市場セミナーに

参加させ、市場の現状の理解を促した。 

3-3 民芸品製造指導者に対する民芸品の改善に係る研

修の実施 
・ラサロ・カルデナスの対象グループ代表者に対しスタディ

ツアーを実施し、マヤ文化とアイデンティティの再認識、

民芸品市場の現状把握、デザイン力習得、民芸品作製グ

ループとの交流を行った。 

・インストラクター育成を目的に機械刺繍の技術とデザイン

力の秀でたグループメンバーをメキシコシティの工房に

インターンとして派遣。 

・ヌエボ・ドゥランゴのグループの 2 名を木工製品のインス

トラクター育成目的でニューヨークに派遣し、環境に配慮

した倒木・流木木工にかかわる 2 週間の研修に参加させ

た。 

3-4 民芸品製造者に対する民芸品の改善に係る研修の

実施 
（ラサロ・カルデナス市） 

・民芸品改善・開発のための研修をラサロ・カルデナス市

の7つの女性グループごとに実施。うち、5つのグループ

が指導を受けた。現在は巡回指導を実施中。 

６．活動実績（活動進捗表） 

 ① 活動進捗表（PDMO に対応） 
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・ニューヨークから Rustic 家具のアーティストを招聘、対象

地域の 2 グループに対して木工製品の作製指導を行っ

た。 

・上記指導の結果、5 つのグループで試作品を作製し、デ

ザイナー、民芸品店オーナーなどを招待して品評会を実

施。 

（ホセ・マリア・モレロス市） 

・対象6 グループのうち 3 グループに対して鉤針編み製品

1 回、リゾート用衣類 2 回、手刺繍製品 1 回の研修を実

施。 

3-5 民芸品製造者による自主的な民芸品の改善活動の

実施 
・ラサロ・カルデナス市の 2 グループで地域の特性を反映

させたデザイン（村落にある花のモチーフ）や、マヤ遺跡

で見た文様からの木彫りのデザインの考案があった（た

だし、木彫りのグループは 2 年次で活動を休止）。 

4-1 女性庁職員に対するデザインの改善及び新製品の

開発手法に係る研修の実施 
上記3-1 と同じ。 

4-2 女性庁職員による民芸品販売店での市場調査と民

芸品製造者へのフィードバック 
・ローカルコンサルタントを雇用して市場調査を実施。 

・女性庁職員に市場調査の設計と管理方法に関する研修

を実施。 
4-3 女性庁におけるデザイン登録制度の導入 ・開発したデザインを保護するため販売先を制限する、専

用の商品札を作成し、商品につけるなどの措置を講じ

た。 

4-4 民芸品製造指導者に対するデザインの改善及び新

製品の開発に係る研修の実施 
上記3-3 と同じ。 

4-5 民芸品製造者に対するデザインの改善及び新製品

の開発に係る研修の実施 
上記3-4 と同じ。 

4-6 マヤ文化・マヤの文様の勉強会の実施と製品への

応用 
・デザイン研修の一環として遺跡・博物館見学（マヤ文様の

視察）、カンクン、メキシコシティの民芸品店視察、アドバ

イザリーチームによる製品の品評会を実施。 

4-7 民芸品製造者による自主的な民芸品のデザイン改

善及び新製品開発の実施 
・上記3-5 民芸品生産者による製品の改善のための自主

的な活動と同じ。 

5-1 民芸品協力店の開拓 ・キンタナ・ロー州内及び隣接するユカタン州にて民芸品、

装飾品、衣料品を扱う店舗を訪問。12 店舗中、9 店舗が

プロジェクトで作製した民芸品の販売に関心を表明。

2008 年 8 月現在、取扱店舗数は 4 店舗、取扱品目数は

10 品目中、8 品目。 

5-2 民芸品協力店における民芸品の販売方法の改善 ・2008 年8 月現在、プロジェクトの民芸品を取り扱っている

協力店にて市場の動向、消費者の嗜好、トレンドをモニタ

リングし、販売線の改善に向けデータを収集中。 

6-1 女性庁職員、民芸品協力店、民芸品製造者に対する

知的財産権に係る研修の実施 
・生産者に対してプロジェクトで作製した民芸品のデザイン

に関する情報の取り扱いに関する研修を実施。 

6-2 純正品保証ラベルほかデザイン・製品保護策の導

入 
・製品の独自性確保を打ち出して販売先を厳選し、商品に

独自性を示す札などをつけるなどの対応を行った。 

7-1 民芸品協力店関係者によるマヤ族居住地域の民芸

品製造現場への訪問の実施 
・2007 年12 月、民芸品店オーナーを含む協力者が生産者

を訪問し、作製した商品の品評会をヌエボ・ドゥランゴで

実施。 

・2008 年 6 月には、初年度の支援対象 5 グループの研修

修了式を実施し、民芸品オーナー、市役所、国家先住民

族開発委員会（CDI）やキンタナ・ロー州村落先住民開発

局（SEDARI）などの関係者を招待して、関係者の生産現

場の理解を促進した。 

7-2 民芸品製造者による市場理解のため、民芸品協力

店への訪問の実施 
・2008 年 7 月現在、未実施。2008 年 9 月にラサロ・カルデ

ナスの女性グループの代表者を連れてメリダとカンクン

の民芸品販売店を訪問する予定。 

 



 

活動進捗表（PDM1 に対応） 

 

活  動 進捗状況 

1-1． 女性や女性グループが受けられる支援スキームの情

報を整理し、取りまとめる。 

・ C/P 主導で情報を既に収集し、その取りまとめを現在実施中。 

1-2． 市場調査を実施して、市場の現状やニーズを把握す

る。 

・ 2007 年10 月～11 月にかけて市場調査を実施。 

・ 2008 年2 月～3 月にかけて補足調査を実施。 

・ 調査結果を市場調査報告書に取りまとめた。 

・ 2007 年 8 月、女性庁長官と生産強化部長がニューヨークで開催された国

際民芸品フェアと民芸品市場セミナーに参加。 

1-3． 民芸品店から民芸品市場の情報を入手し、既存の情

報を更新する。 

・ 販売促進支援活動のなかで市場情報の収集を実施。 

1-4． プロジェクト対象地域の現状や女性グループのニー

ズ調査を実施する 

・ 迅速農村調査法の研修と 6 件の現地調査を実施して OJT で実施方法を

技術移転した。調査済みの 6 村の調査報告書を作成。その後、C/P のみ

で 2 件の迅速農村調査を実施。 

1-5． 追加調査を実施し、情報を更新する。 ・ 2008 年9 月現在、追加調査は実施していない。 

1-6． 民芸品の生産に必要な材料の情報を収集・整理す

る。 

・ プロジェクト活動を通して探し出した自然素材や比較的品質のよい材料を

販売している店舗及び材料のリストを作成。 

2-1． 生産支援に係る生産強化部（対象 3 支部を含む）の機

能と責任範囲を明確にする。 

・ 生産強化部が担当する女性の生産強化の支援・促進業務を遂行するため

の基本的な機能を整理し、部の業務マトリックスに取りまとめた。 

2-2． 現状に適した生産支援に係る生産強化部内戦略を策

定する。 

・ 業務手順マニュアルのフローチャートを作成し、部内で説明・協議。 

2-3． 生産支援に係る生産強化部と支所の活動及び予算計

画を策定する。 

・ 現状やニーズに基づいた計画と必要な予算の作成に寄与するため、プロ

ジェクトに係る業務量と予算を算出し、その方法を部内に提案。 

2-4． 生産支援に係る計画の立案、モニタリング、評価の手

法を習得する。 

・ 女性庁の幹部職員と対象地域の支所長を対象とした PCM 計画立案研修を

実施した。 

2-5． 生産支援に係る計画の実施管理(モニタリング)を行

う。 

・ 女性庁本庁の職員を対象としたワークショップを実施し、「民芸品生産強化

のための女性グループ組織能力マトリックス」を作成。現在はこのマトリッ

クスを基に支援活動の実施管理を行っている。 

2-6． 活動の結果を取りまとめ、生産支援に係る業務マニュ

アルを作成する。 

・ 生産支援業務マニュアルの作成について準備のみ実施。 

3-1． 支援スキームをもつ組織との会議の開催などを通し

て情報を共有する。 

・ プロジェクトキックオフイベントに州政府組織、連邦政府組織、市行政組織

（市役所）、女性グループを招待し、関係を構築。 

・ SEDE 民芸品部と CDI との関係を構築。 

・ CDI から、プロジェクト対象5 グループが資機材購入スキームを受けた。

・ 2008 年 3 月に、合同調整委員会（JCC）メンバーに女性庁以外の主要関

係機関を加え、第 1 回 JCC を実施。委員会のメンバーは、女性庁、JICA

以外に外務省、CDI、SEDE、SEDARI、市町村文化支援プログラム、対象 3

地区代表者で、これらの関係者との連携を構築。 

・ ラサロ・カルデナス市で研修修了式を、関係組織を招待して実施。 

3-2． 民芸品製作者と協力者/民芸品販売店とのマッチング

などのイベントを実施する。 

・ 民芸品店オーナーを含む協力者が生産者を訪問し、製作した商品の品評

会をヌエボ・ドゥランゴで実施した。 

・ 初年度の支援対象 5 グループの民芸品改善・開発研修修了式を実施し、

関係者を招待し、生産現場の理解を促進した。 

・ ラサロ・カルデナス地区の対象5 グループの代表者によるユカタン州の

民芸品生産組織の視察を実施し、この組織との連携を構築した。 

 

 ② 活動進捗表（PDM1 に対応） 
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4-1． 対象地域において、支援対象となる女性グループを

発掘し選定する。 

・ 女性グループの選定基準を作成し、支援対象グループを選出。 

4-2． 他の組織がもつ女性や女性グループの活動を支援す

るスキームの活用ガイドラインを作成する（1-1 の情

報を利用して）。 

・ 活動1-1 が終了していないため、活用ガイドラインには未着手。 

4-3． 講師の所在を確認し、支援の実施に活用する。 

 

・ 機械刺繍の才能のある人材を、講師育成の目的でメキシコシティの工房

にインターンとして派遣。 

・ インストラクターの養成のために、プロジェクトで支援の対象としている木

工品作製グループの代表者2 名を米国での研修に派遣。 

4-4． 既存の民芸品とその作製技術を評価し、民芸品の改

善と新製品の開発を行う(デザイン改善、生産プロセ

ス改善を含む)。 

・ 民芸品作製技術の評価は、民芸品改善・開発団員により実施。 

・ デザイン・品質改善のための研修として、以下を実施。 

（ラサロ・カルデナス市） 

(1) 民芸品改善・開発研修を 7 グループに実施。 

(2) ニューヨークから Rustic 家具のアーティストを招聘、対象地域の 2 グル

ープに対して木工製品の作製指導。 

(3) 5 グループで試作品を作製し、デザイナー、民芸品店オーナーなどを招

待し品評会を実施。品評会時のアドバイスにより、製品を改善。 

（ホセ・マリア・モレロス市） 

(1) 対象6グループのうち3グループに対して鉤針編み製品1回、リゾート

用衣類2 回、手刺繍製品1 回の研修を実施。 

4-5． 民芸品の生産管理の指導を行い、生産された商品の

販売促進を支援する（イベントやウェブページの開設

を含む）。 

・ ラサロ・カルデナス市で、プロジェクトで作製した製品の取扱店は 4 店、取

扱品目数は 10 品目中、8 品目。 

・ 同市の 5 つのグループの製品の品評会を実施。民芸品店関係者から高

い評価及び更なる改善に向けたアドバイスを得た。 

・ 国際女性の日の祝賀会開場にて、同市の 5 つのグループが作製した試

作品を展示。同会に参加した州知事へ説明。 

・ 同 5 グループの研修修了式にて、民芸品オーナー、市役所、CDI や

SEDARI など招待し、生産現場の理解を促進。 

・ プロジェクトニューズレターを作成。 

4-6． 民芸品を製作する対象女性グループに対して、組織

の形成と機能強化の指導を行う。 

・ 2007 年11 月に、組織化に関するカリキュラムの内容を検討し、女性グル

ープ組織機能マトリックスに取りまとめた。 

・ ラサロ・カルデナス市の選定されたグループに、組織化の意味を理解す

ることを目的としたワークショップを、各グループ 1 回、計5 回実施。 

・ ホセ・マリア・モレロス市の選定されたグループに、組織化の意味を理解

することを目的としたワークショップを、各グループ 1 回、計5 回実施。 

4-7． 活動の結果を取りまとめ、民芸品生産支援プログラム

を作成する。 

・ 民芸品生産支援プログラムに含まれるコンテンツとプロセスの整理は終

了。内容についてはまだ取りまとめ中。 

・ 研修プログラムのコンテンツの整理のため、C/P を参加者としたワークシ

ョップを実施し女性組織能力マトリックスを作成。 

5-1． プロジェクト実施上、必要な情報を整理し、情報管理

の仕組みをつくる。 

・ インターネットベースで情報のやり取りができる取り組みを開始。 

5-2． 情報共有の取り組みを理解し、活動とその結果など

の情報を情報管理の仕組みに基づいて更新する。 

・ 専門家のプロジェクト情報のアップを開始。インターネットへのアクセスが

ないため C/P の参加が制限されている。 

5-3． 更新・蓄積された情報（フィールドレポート、各種調査

情報、各種フォーム、マニュアルなど）を、プロジェクト

活動の実施に活用する。 

・ 未調査。情報システムを部に導入した後に調査実施予定。 

 



 

主要面談者リスト 

 

＜キンタナ・ロー州女性庁＞ 

M.C. Cecilia Rosalia Laria Marin 長官（プロジェクトダイレクター） 

Abel Aceves Castell ジェネラルコーディネーター 

 

メキシコ側評価団員 

Rose Mary Pèrez y Pèrez 教育・保健部部長 

Mildred Virginia Coral Garcìa 企画評価部部長 

 

生産強化部 

Augusto César  Salgado Sangri 部長（プロジェクトマネージャー） 

Daniela Ix Benitez コーディネーター 

Evangelina Sosa Briceño 研修部門/チーフ 

Vanessa Rodriguez Morales 生産強化部門/チーフ 

Grethel E. Cárdenas Palomo 生産強化部門/アシスタント 

Maricela del Carmen Caamal Huchín 生産強化部門/アシスタント 

Asunción Roquelda Aragón Lorenzana 研修・研修生産強化部門/アシスタント、 

 インストラクター 

Gabriela Campos Villaseñor 研修部門/専門職（＊質問票への回答のみ） 

 

ラサロ・カルデナス支所 

Trinidad Ancona Chi 支所長 

Yrene Pat Chim 前支所長、現保健・教育担当 

 

ホセ・マリア・モレロス支所 

Yesenia Ortiz Estrella 支所長 

Alejandra Baez Castillo プロジェクト調整員 

 

＜実証活動対象の女性グループ＞ 

ラサロ・カルデナス市 

アクア・アズル村  ハンモック編みバッグ製作グループ 

イグナシオ・サラゴサ村 鉤針編みバッグ製作グループ 

サン・フランシスコ村  機械刺繍バッグ製作グループ 

ヌエボ・ドゥランゴ村  木工製品製作グループ 

バジャドリッド・ヌエボ村  ショール製作グループ 

 

ホセ・マリア・モレロス市 

タバスコ村  自然素材雑貨製作グループ 

プレスミダ村  機械刺繍製品製作グループ 

ワイ・マッシュ村  刺繍バッグ製作グループ 

 

 

７．面談者リスト 
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＜メキシコ外務務省＞ 

Cristina Ruìz Ruìz 科学技術協力局長補佐 

Efraín del Ángel Ramírez 科学技術協力局課長 

Cèsar Arellano 科学技術協力局コーディネーター 

 

＜メキシコ女性企業家協会＞ 

Feresita Martínez キンタナ・ロー州代表  

 

＜プロジェクト専門家＞ 

和田 泰志 総括/組織強化1 

キャンディス・クルーメル 民芸品開発・改善1 

戸田 めぐみ 市場調査/市場開拓  

大垣 菜都子 業務調整 

 

＜JICAメキシコ事務所＞ 

川路 賢一郎 所長 

上條 直樹 次長 
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